
実施状況調査（市町村）の調査結果 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２－２ 実施状況調査（市町村）の調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



実施状況調査（市町村）の調査結果 

2 

 

１．一体的実施の受託状況 

（１）一体的実施の事業受託開始時期 

Q1. 一体的実施に関する広域連合からの事業受託開始時期についてお答えください。（複数回答） 

 

○ 令和４年度までに一体的実施を受託する市町村（予定含む）は、1,072件であった。 

○ 令和５年度あるいは令和６年度の受託予定の市町村は 595 件、「過去（令和３年度まで）に受

託していたが、現在は中止」は９件であった。 

○ 受託予定時期が決まっていない市町村は 74件であった。 

 
図表1-1. 一体的実施の事業受託開始時期（複数回答） 

令和2 年度から受託

令和3 年度から受託

令和4 年度から受託（予定含む）

令和5 年度から受託予定

令和6 年度から受託予定

過去（令和3 年度まで）に受託していたが、

現在は中止

未定（令和6 年度までの受託の予定はない）

無回答

355 

433 

284 

329 

266 

9 

74 

0 

0件 200件 400件 600件

(N=1,741)
 

 

■「過去（令和３年度まで）に受託していたが、現在は中止」の市町村（９件）の予定 

 令和５年度から受託予定２件 

 令和６年度から受託予定４件 

 未定３件 
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図表1-2. 一体的実施の事業受託開始時期 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

令和２年度から受託 令和３年度から受託

令和４年度から受託（予定含む） 令和５年度から受託予定

令和６年度から受託予定 未定（令和6年度までの受託の予定がない）
 

※数値は、該当する市町村数 
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○ 令和６年度の全市町村での実施に向けて、一体的実施の「実施済み」市町村の割合が低い都道府

県、「未定」の市町村がある都道府県、実施時期が「令和６年度予定」あるいは「未定」の市町

村の割合が高い都道府県、においては、準備等に係る支援が重要であると考えられる。 
 

図表1-3. 一体的実施の実施状況＜都道府県別マップ＞ 
 

■一体的実施を「実施済み」の構成市町村の割合 
＜「令和２年度から受託」「令和３年度から受託」「令和４年度から受託（予定含む）」と回答した市町村＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■一体的実施の実施時期「未定」の市町村がある都道府県 

＜「未定（令和６年度までの受託の予定がない）」と回答した市町村＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

100％

80％以上

60％以上

40％以上

40％未満

一体的実施を「実施済み」の
構成市町村の割合

一体的実施の実施時期「未定」の市町村がある都道府県

すべての市町村が「実施済み」あるいは「実施予定あり」

実施時期「未定」の市町村あり
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■一体的実施の実施時期が「令和６年度予定」あるいは「未定」の構成市町村の割合 
＜「未定（令和６年度までの受託の予定がない）」と回答した市町村＞ 

一体的実施の実施時期が「令和６年度予定」と
「未定」の構成市町村の割合

0 ％

10 ％未満

20 ％未満

30 ％未満

30 ％以上

 

 

○ 市町村規模別にみると、小規模市町村の約半数が令和５年度以降の受託予定あるいは未定となっ

ている。 
 

図表1-4. 一体的実施の事業受託開始時期（複数回答）＜市町村規模別＞ 

令和2 年度から受託

令和3 年度から受託

令和4 年度から受託（予定含む）

令和5 年度から受託予定

令和6 年度から受託予定

過去（令和3 年度まで）に受託していたが、現在は中止

未定（令和6 年度までの受託の予定はない）

24.0

33.5

18.0

14.6

9.6

-

0.4

18.0 

26.6 

20.1 

21.6 

12.8 

0.2 

1.0 

19.4 

17.0 

12.2 

20.2 

21.5 

1.2 

9.7 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

大規模(n=529)

中規模(n=523)

小規模(n=689)

 



実施状況調査（市町村）の調査結果 

6 

 

２．取組体制等 

（１）企画・調整を行う担当者の職種別人数 

１）【受託中の市町村】企画・調整を行う担当者の職種別人数 

Q2. 一体的実施について企画・調整を行う担当者の職種別人数（実人数とし常勤換算等は不要）をお答えください。 
なお、人件費が特別調整交付金の対象になっているか否かに関わらず、実態を回答してください。（数値を入力） 

Q2-1. 企画・調整を行う医療専門職の確保にあたり、工夫した点があればお答えください。（自由回答 ※任意回答） 

 

○ 企画・調整を担当する担当者として「保健師」を配置している市町村が 1,015 件で最も多く、

そのうち２名以上の保健師を配置している市町村は 75件であった。 
 

図表2-1. 職種別の企画・調整担当の配置人数別市町村数 ≪受託中の市町村≫  

                     

１名

２名

３名

４名以上

940 

55 

6 

14 

102

6

0

1

22

8

2

1

0件 500件 1000件

保健師(n=1015)

管理栄養士(n=109)

その他(n=33)
 

                                       ※「医師」は、企画調整担当として配置している市町村がなかったため割愛 

■その他の主な内容 

 事務職・行政職 

 看護師 

 歯科衛生士 

 栄養士 

 その他（介護支援専門員、理学療法士、言語聴覚士など） 

 

図表2-2. 企画・調整を行う担当者の専任・兼務の配置状況 ≪受託中の市町村≫  
＜担当者ありの市町村＞ 

≪ 保健師≫  

  

配置のある市町村

兼務のみ

の市町村

専任のいる

市町村

全体 1,072 1,015 354 661 75

大規模 399 386 106 280 45

中規模 338 311 95 216 8

小規模 335 318 153 165 22

2名以上の

配置のある

市町村

市町村

数

 

配置なし 配置あり

医師 1,072 0

保健師 57 1,015

管理栄養士 963 109

その他 1,039 33
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≪ 管理栄養士≫  

 

配置のある市町村

兼務のみ

の市町村

専任のいる

市町村

全体 1,072 109 59 50 7

大規模 399 35 19 16 4

中規模 338 36 18 18 2

小規模 335 38 22 16 1

2名以上の

配置のある

市町村

市町村

数

 

 

≪ その他≫  

 

配置のある市町村

兼務のみ

の市町村

専任のいる

市町村

全体 1,072 33 23 10 11

大規模 399 14 9 5 7

中規模 338 6 4 2 1

小規模 335 13 10 3 3

市町村

数

2名以上の

配置のある

市町村

 

 

■主な企画・調整を行う医療専門職の確保に当たり、工夫した点（自由回答） 

○組織体制を見直した 

 連携体制を構築するため、課を統合した。地域包括支援センターに企画調整等を行う専門職を配置し、関係

部署が連携を取りながら事業を行っている 
 

○所掌事務や既存業務の実施方法を見直した 

 専任は難しいため、担当業務を調整している 

 企画・調整を行う業務量の増加を見込み、既存の業務を委託化する等の工夫をした 

 他業務の事務分担について、その他の保健師への配分を見直した 
 

○企画・調整を行う担当者に必要な能力、役職等を考慮した 

 国保の特定健診を担当していた職員を配置することで、事業の継続性に重点をおいた 

 地域の高齢者の実情を把握し、一般介護予防事業との連携もとりやすいため、包括保健師を充てた 

 企画・調整を行うにあたり医療専門職としての経験を要することから、庁内において課長補佐クラスの医療

専門職を配置できるよう調整を行った 
 

○庁内で共通理解を持てるように取り組んだ 

 令和元年度から、保健、医療、介護の部署が集まる庁内連絡会を開催し、令和３年度からは政策企画担当部

署も加わり、定期的に一体的実施に向けて協議を重ねた 

 保健・医療・介護に関することを横断的に対応する必要があるため、人員の配置にはその役割を人事部局に

理解してもらえるように説明。庁内の関係部署とは事業開始前の会議を重ね、一体的に事業展開するイメー

ジと企画調整係が必要な意味合いを共通のものにできるように協議の場を設けた 

 庁内調整会議の段階で、専門職の配置を検討課題に入れた 
 

○確保、配置を工夫した 

 正規の管理栄養士が企画・調整を行う担当者を担うため、これまでの食育事業等の業務について、会計年度

任用職員栄養士を常勤雇用した 

 令和 4年度の交付基準の変更に伴い、会計年度任用職員の保健師を確保した 

 可能な限り全圏域で実施し、地域担当の医療専門職が他業務と一体的に関わるという政策方針に基づき、地

域の高齢者支援を担当する医療専門職が配属されている部署ごとに、企画・調整医療専門職を配置した 
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１名

２名

３名

４名以上

1 

0 

0 

0 

284

20

5

10

44

0

0

0

31

14

3

1

0件 500件

医師(n=1)

保健師(n=319)

管理栄養士(n=44)

その他(n=49)

２）【未受託の市町村】企画・調整を行う担当者の職種別人数 

Q2. 一体的実施の計画・準備等で、企画・調整を行う担当者はいますか。 
企画・調整を行う担当者がいる場合は、企画・調整担当者の職種別人数（実人数とし常勤換算等は不要）をお答えく
ださい。（数値を入力） 

 

○ 企画・調整を担当する担当者として「保健師」を配置している市町村が 319件で最も多い。 

 
図表2-3. 職種別の企画・調整担当の配置人数別市町村数 ≪未受託の市町村≫  

                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■その他の主な内容 

 看護師、歯科衛生士、理学療法士など 

 
図表2-4. 企画・調整を行う担当者の専任・兼務の配置状況 ≪未受託の市町村≫  

＜担当者ありの市町村＞ 

配置のある市町村

兼務のみの

市町村

専任のいる

市町村

医師 1 1 0

保健師 319 245 74

管理栄養士 44 39 5

その他 49 44 5  
 

■企画・調整を行う医療専門職の確保に当たり、工夫した点（自由回答） 

 保健師１名の新規採用を通年実施し、応募年齢を引き上げ、応募しやすいようにした 

 保健福祉課からは、高齢者事業担当者を選出し、地域包括支援センターからは介護予防事業担当者をそれぞ

れ１名ずつ選出した 

 保健師の確保が困難なため、管理栄養士が関わることとした 

 複数の部署にまたがる事業のため、管理職や人事担当部署を含め、情報共有を行った 

企画・調整を行う

担当者がいる

347

52%

いない

322

48%

無回答

0

n=669
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（２）担当業務や連携内容 

１）【受託中の市町村】担当業務や連携内容 

Q3（B票 Q3）. 一体的実施に関連する業務の関係部署を挙げ、担当業務や連携内容について該当するものをお答えくだ
さい。（複数回答） 

 

○ 一体的実施を実施済みの市町村全体、小規模・中規模市町村では、「保健衛生」業務のみを担当

する部署が主担当となっているケースが最も多い。 

○ 大規模市町村では、「保険業務」のみを担当する部署が主担当となっているケースが最も多い。 

 

図表2-5. 主担当部署の担当業務の組み合わせ別の市町村数  ≪受託中の市町村≫  

保険業務(後期

高齢者医療・

国民健康保険)

保健衛生 介護保険 その他 小規模

(市町村数)

中規模

(市町村数)

大規模

(市町村数)

総計

(市町村数)

○ 102 109 119 330

○ 57 95 166 318

○ ○ 42 49 25 116

○ 13 27 32 72

○ ○ ○ 32 9 4 45

○ ○ 22 7 9 38

○ ○ 11 8 14 33

○ ○ ○ ○ 25 3 2 30

○ ○ ○ 9 10 3 22

○ 2 4 12 18

○ ○ 5 11 1 17

○ ○ 3 4 5 12

○ ○ ○ 6 0 3 9

○ ○ 3 1 3 7

○ ○ ○ 3 1 1 5

担当業務 市町村規模

 

※主担当部署が複数の業務を担当している場合があるため、主担当として参画している市町村数の合計は対象市町村数を超える。 

※総計の多い順に並び替えをしている 
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○ 主担当部署の担当業務範囲別の市町村数を図で表したものが下図である。 

○ 主担当部署は、保健衛生業務担当を含む市町村（②の円）と保険業務担当を含む市町村（①の円）

がほぼ同数であった。 

 
図表2-6. 主担当部署の担当業務範囲別の市町村数  ≪受託中の市町村≫  

①保険業務

[586]

②保健衛生業務

[597]

③介護業務

[228]

④保険業務及び

保健衛生業務

[213]

⑤保健衛生業務

及び介護業務

[122]

⑥保険業務及び

介護業務

[97]

⑦保険業務のみ

[351]
⑧保健衛生業務のみ

[337]

⑨介護業務のみ

[84]

その他業務

担当のみ

[18]

⑩保険業務及び

保健衛生業務

及び介護業務

[75]

n=1,072

 

 

 
図表2-7. 一体的実施に関する連携内容（複数回答） ≪受託中の市町村≫  

（％） 

事業の実施

体制・内

容・方法の

検討

事業の実施

状況につい

て情報を共

有している

事業運営・

実施に参画

している

事業の実施

上の課題の

共有や対策

の検討に参

加している

地域の課題

の共有や対

策の検討に

参加してい

る

その他の連

携

保険業務（後期高齢者医療・

国民健康保険）
630 71.7 91.3 38.6 64.8 67.1 12.7

保健衛生 633 85.2 96.2 78.7 83.1 84.4 12.3

介護保険 1049 80.0 94.7 70.8 76.4 80.6 10.6

その他 409 67.2 86.8 58.7 64.5 72.4 23.0

ｎ

連携部署として連携している内容

 
※無回答除く 

※担当業務が複数部署にまたがっている場合があるため、主担当部署、連携部署の両方にカウントされるケースがある 
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２）【未受託の市町村】担当業務や連携内容 

○ 一体的実施を未実施の市町村は、いずれの市町村規模とも、「保険業務」を担当する部署が主担

当となっているケースが最も多く、次いで「保健衛生」を担当する部署が主担当となっているケ

ースが続く。 

 
図表2-8. 主担当部署の担当業務の組み合わせ別の市町村数 ≪未受託の市町村≫  

保険業務(後期

高齢者医療・

国民健康保険)

保健衛生 介護保険 その他 小規模

(市町村数)

中規模

(市町村数)

大規模

(市町村数)

総計

(市町村数)

○ 126 92 82 300

○ 45 34 22 101

○ ○ 31 14 2 47

○ ○ ○ 39 4 0 43

○ ○ ○ ○ 36 3 0 39

○ ○ 11 11 4 26

○ ○ 16 6 1 23

○ 9 4 9 22

○ ○ 14 6 1 21

○ 6 6 6 18

○ ○ ○ 7 2 1 10

○ ○ 5 0 1 6

○ ○ ○ 3 2 0 5

○ ○ ○ 4 1 0 5

○ ○ 2 0 1 3

担当業務 市町村規模

 

※主担当部署が複数の業務を担当している場合があるため、主担当として参画している市町村数の合計は対象市町村数を超える。 

※総計の多い順に並び替えをしている 

 

 
図表2-9. 一体的実施に関する連携内容（複数回答） ≪未受託の市町村≫  

（％） 

一体的実

施のための

情報共有

地域の課題

分析

事業の実施

体制・内

容・方法の

検討

その他の連

携

保険業務（後期高齢者医療・

国民健康保険）
232 92.7 49.1 63.4 35.8

保健衛生 426 95.5 67.8 81.2 26.3

介護保険 549 94.7 59.6 78.1 26.8

その他 179 94.4 59.8 78.2 45.3

ｎ

連携部署として連携している内容

 
※無回答除く 

※担当業務が複数部署にまたがっている場合があるため、主担当部署、連携部署の両方にカウントされるケースがある 
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（３）庁外の関係機関との一体的実施に関する連携内容 

Q4（B 票 Q4）. 庁外の関係機関との一体的実施に関する連携内容をお答えください。（複数回答）いずれの連携も行っ

ていない場合は「連携なし」に○をつけてください。 

 

○ 連携している機関は「広域連合」や「国保連合会」が多い。 

○ 医療関係団体では「医師会」、「医療機関」が多く、医療関係団体以外では「地域包括支援セン

ター」や「社会福祉協議会」が多かった。 

 

図表2-10. 関係機関別の連携有無 

1,625 

1,182 

1,483 

958 

636 

442 

41 

264 

256 

302 

841 

735 

703 

213 

61 

150 

116 

558 

257 

782 

1,104 

1,298 

1,699 

1,476 

1,483 

1,438 

899 

1,002 

1,037 

1,527 

1,679 

1,164 

0

1

1

1

1

1

1

1

2

1

1

4

1

1

1

427

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①広域連合

②都道府県

③国保連合会

④医師会

⑤歯科医師会

⑥薬剤師会

⑦看護協会

⑧栄養士会

⑨リハビリ職能団体

⑩歯科衛生士会

⑪医療機関

⑫地域包括支援センタ－

⑬社会福祉協議会

⑭大学・研究機関等

⑮商工会議所・商工会

⑯その他

連携あり 連携なし 無回答

N=1,741

 
※数値は、該当する市町村数 

※地域包括支援センターは、「連携なし」に市町村直営の地域包括支援センター41件を含む 

 

■その他の主な内容 

 糖尿病対策委員会や地域ケア会議など会議体 

 介護支援専門員協会などの職能団体 

 病院・薬局など 

 リハビリ関係機関 

 介護事業所、施設 

 民間事業者・NPO法人・公社 

 民生委員 

 自治会・住民団体 

 リハビリ専門職など個人 

 その他（保健所、在宅介護支援センター、研究機関、スーパー、金融機関、生活支援コーディネーター、近

隣市町村など） 
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図表2-11. 関係機関別の連携内容（複数回答）：広域連合等 
＜連携ありと回答した市町村＞ 

（件） 

広域連合 都道府県 国保連合

会

(1,625) (1,182) (1,483)

情報の共有 1,440 796 915

健康課題の分析への参加 522 158 506

実施方法・体制検討への

参加
619 134 237

事業実施への参加

（委託を含む）
239 21 43

事業等への医療専門職

等の派遣
25 15 20

勉強会・セミナー等の

講師派遣
201 92 187

研修会、会議への参加・

共催
1,048 648 938

事業の評価への参加 355 118 300

その他の連携 101 50 126

連携していると

回答した市町村数

 
※無回答は割愛 

   
図表2-12. 関係機関別の連携内容（複数回答）：地域の医療関係者等 

＜連携ありと回答した市町村＞ 
（件） 

医師会 歯科医

師会

薬剤師

会

看護協

会

栄養士

会

リハビリ

職能団

体

歯科衛

生士会

医療機

関

地域包

括支援

センタ－

社会福

祉協議

会

大学・研

究機関

等

商工会

議所・商

工会

その他

(958) (636) (442) (41) (264) (256) (302) (841) (735) (703) (213) (61) (150)

情報の共有 842 533 356 26 168 146 166 638 654 565 124 37 100

健康課題の分析への参加 98 67 41 1 20 25 17 59 160 60 84 1 20

実施方法・体制検討への

参加
205 123 76 2 47 61 58 99 220 158 51 3 33

事業実施への参加

（委託を含む）
150 83 61 5 94 103 130 225 308 206 34 3 51

事業等への医療専門職

等の派遣
29 56 54 3 94 124 142 86 65 27 21 - 26

勉強会・セミナー等の

講師派遣
15 21 26 3 26 28 27 29 17 16 20 - 12

研修会、会議への参加・

共催
70 58 47 5 44 40 28 40 118 60 30 3 18

事業の評価への参加 108 69 46 1 21 35 26 54 99 50 70 7 25

その他の連携 110 67 44 8 25 22 25 119 102 101 29 23 20

連携していると

回答した市町村数

 
※無回答は割愛 
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（４）関係機関等との連携の程度  

Q5（B票 Q5）. 「一体的実施の取組」の推進にあたり、次の①～⑯の関係機関等との連携が十分に図られていると考え
ていますか。ⅰ）連携が十分に図られているか、 また、ⅱ） i)で「３あまり連携できていない」「４全く連携でき
ていない」を選択した場合、どのような課題があるのか、お答えください。 

 

○ “連携できている計”は、『広域連合』で1,532件、『国保連合会』で1,336件であった。 

○ “連携できていない計”は、『薬剤師会』で1,202件、『看護協会』で1,150件、『栄養士会』『リ

ハビリ職能団体』でともに1,097件、『歯科衛生士会』で1,091件、『歯科医師会』で1,087件

であった。 
 

図表2-13. 関係機関との連携の程度：広域連合等 

1,532 195

848 797

1,336 369

連携でき

ている計

連携できて

いない計

502 

103 

296 

1,030 

745 

1,040 

139 

536 

248 

56 

261 

121 

14 

96 

36 

0

0

0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

広域連合

都道府県

国保連合会

十分に連携できている 概ね連携できている あまり連携できていない

全く連携できていない 連携する必要はない 無回答

N=1,741

 
※数値は、該当する市町村数 

 

図表2-14. 関係機関との連携の程度：地域の医療関係団体等 

744 901

486 1,087

319 1,202

34 1,150

243 1,097

245 1,097

291 1,091

749 888

1,058 410

708 828

193 997

56 1,081

連携でき

ている計

連携できて

いない計

78 

55 

42 

2 

47 

64 

72 

83 

447 

169 

35 

3 

666 

431 

277 

32 

196 

181 

219 

666 

611 

539 

158 

53 

423 

401 

397 

225 

275 

263 

295 

431 

181 

318 

182 

202 

478 

686 

805 

925 

822 

834 

796 

457 

229 

510 

815 

879 

96 

168 

220 

557 

401 

399 

359 

104 

272 

205 

551 

604 

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医師会

歯科医師会

薬剤師会

看護協会

栄養士会

リハビリ職能団体

歯科衛生士会

医療機関

地域包括支援センタ－

社会福祉協議会

大学・研究機関等

商工会議所・商工会

十分に連携できている 概ね連携できている あまり連携できていない

全く連携できていない 連携する必要はない 無回答

N=1,741

 

※数値は、該当する市町村数 

※地域包括支援センターは、「連携なし」に市町村直営の地域包括支援センター41件を含む 
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○ 職能団体や商工会議所・商工会との連携が十分に図れていないと回答した市町村が多い。 

○ 十分に連携が図れていない課題として、「関係機関に求める役割が整理できていない」が共通し

ている。また、職能団体については、「単独市町村では調整が困難」と回答している市町村が多

い。 

 

図表2-15. 関係機関との連携における課題（複数回答）：広域連合等 
＜「あまり連携できていない」「全く連携できていない」と回答した市町村＞ 

（件） 

広域連

合

都道府

県

国保連

合会

(195) (797) (369)

関係機関に求める役

割が整理できていない
147 642 287

窓口（相談先）がわ

からない
6 144 37

関係機関の関心が薄

い、理解が得られない
4 14 3

単独市町村では調整

が困難
28 95 35

その他 35 72 55

無回答 0 1 1

回答数

 
 

図表2-16. 関係機関との連携における課題（複数回答）：地域の医療関係団体等 
＜「あまり連携できていない」「全く連携できていない」と回答した市町村＞ 

（件） 

医師会 歯科医

師会

薬剤師

会

看護協

会

栄養士

会

リハビリ

職能団

体

歯科衛

生士会

医療機

関

地域包

括支援

センタ－

社会福

祉協議

会

大学・研

究機関

等

商工会

議所・商

工会

(901) (1,087) (1,202) (1,150) (1,097) (1,097) (1,091) (888) (410) (828) (997) (1,081)

関係機関に求める役

割が整理できていない
512 701 805 852 764 768 733 593 299 663 729 916

窓口（相談先）がわ

からない
74 89 121 130 120 145 129 76 26 42 143 78

関係機関の関心が薄

い、理解が得られない
65 38 27 25 20 21 22 78 19 38 20 32

単独市町村では調整

が困難
319 319 326 281 245 246 253 175 36 53 219 102

その他 144 157 153 105 151 137 161 146 72 115 105 92

無回答 1 2 2 2 4 5 4 2 2 2 2 3

回答数
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３．一体的実施の事業実施状況 【受託中の市町村】 

（１）ハイリスクアプローチの実施項目 

A票 Q6. 今年度中の実施の有無（実施の場合は「○」、実施なしの場合は「×」）、実施体制をご記入ください。 

 

○ 一体的実施を実施している市町村（1,072件）に実施項目を聞いたところ、「生活習慣病等重症

化予防（身体的フレイル含む）に関わる相談・指導」が683件、「健康状態不明者の状態把握、

必要なサービスへの接続」が681件、「糖尿病性腎症重症化予防に関わる相談・指導」が640件

で上位に挙げられている。 

○ 委託により実施している割合は、各項目とも３割未満であった。 

 
図表3-1. ハイリスクアプローチの実施項目（複数回答）≪受託中の市町村≫  

 

低栄養に関わる相談・指導

口腔に関わる相談・指導

服薬に関わる相談・指導

糖尿病性腎症重症化予防に関わる相談・指導

生活習慣病等重症化予防（身体的フレイル含む）に

関わる相談・指導

健康状態不明者の状態把握、必要なサ- ビスへの接続

重複頻回受診者・重複投薬者への相談・指導

その他

481 

250 

112 

640 

683 

681 

133 

48 

69

51

31

104

77

85

33

10

0件 200件 400件 600件 800件

実施
委託により実施

n=1072

 

 

■その他の主な内容 

 ポリファーマシー対策事業を県モデル事業として実施 

 高血圧食事指導 

 複合リスク（社会参加乏しい、体調不良、低栄養・口腔機能低下） 

 総合事業と連携したプレフレイル高齢者の支援 

 ポピュレーションアプローチで把握したフレイルハイリスク者 

 地域ケア会議からハイリスクアプローチの実施 

 高齢者実態把握事業における独居・高齢者世帯の状態把握、必要なサービスへの接続 

 通いの場中断者への支援 

 75歳到達者訪問 

 運転免許自主返納者への相談・指導 

 要介護者を介護している家族への栄養指導等 

 

 

 

 

 



実施状況調査（市町村）の調査結果 

17 

 

○ 市町村規模別にみると、中規模市町村では「健康状態不明者の状態把握、必要なサービスへの接

続」の実施割合が高い。 

○ 「服薬に関わる相談・指導」、「重複頻回受診者・重複投薬者への相談・指導」は、全ての市町

村規模で２割未満であった。 

 
図表3-2. ハイリスクアプローチの実施項目（複数回答）≪受託中の市町村≫＜市町村規模別＞ 

低栄養に関わる相談・指導

口腔に関わる相談・指導

服薬に関わる相談・指導

糖尿病性腎症重症化予防に関わる相談・指導

生活習慣病等重症化予防（身体的フレイル含む）に

関わる相談・指導

健康状態不明者の状態把握、必要なサ- ビスへの接続

重複頻回受診者・重複投薬者への相談・指導

その他

48.1 

25.3 

8.0 

56.1 

60.2 

60.2 

9.8 

4.8 

43.2 

24.0 

10.4 

63.0 

63.6 

69.8 

12.7 

4.7 

42.7 

20.3 

13.4 

60.6 

68.1 

61.2 

15.2 

3.9 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

大規模(n=399)

中規模(n=338)

小規模(n=335)
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○ 令和２年度調査、令和３年度調査よりも、「健康状態不明者の状態把握、必要なサービスへの接

続」が増加した。 

 
図表3-3. ハイリスクアプローチの実施項目（複数回答）≪受託中の市町村≫＜経年比較：割合＞ 

低栄養に関わる相談・指導

口腔に関わる相談・指導

服薬に関わる相談・指導

糖尿病性腎症重症化予防に関わる相談・指導

生活習慣病等重症化予防（身体的フレイル含む）に

関わる相談・指導

健康状態不明者の状態把握、必要なサ- ビスへの接続

重複頻回受診者・重複投薬者への相談・指導

その他

52.1 

22.1 

17.6 

59.2 

58.4 

56.7 

19.3 

5.4 

55.0 

23.6 

11.3 

63.5 

61.6 

56.3 

13.1 

7.1 

44.9 

23.3 

10.4 

59.7 

63.7 

63.5 

12.4 

4.5 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

令和2年度調査(n=353)

令和3年度調査(n=794)

令和4年度調査(n=1,072)
 

 
図表3-4. ハイリスクアプローチの実施項目（複数回答）≪受託中の市町村≫＜経年比較：件数＞ 

低栄養に関わる相談・指導

口腔に関わる相談・指導

服薬に関わる相談・指導

糖尿病性腎症重症化予防に関わる相談・指導

生活習慣病等重症化予防（身体的フレイル含む）に

関わる相談・指導

健康状態不明者の状態把握、必要なサ- ビスへの接続

重複頻回受診者・重複投薬者への相談・指導

その他

184 

78 

62 

209 

206 

200 

68 

19 

437 

187 

90 

504 

489 

447 

104 

56 

481 

250 

112 

640 

683 

681 

133 

48 

0件 200件 400件 600件 800件

令和2年度調査(n=353)

令和3年度調査(n=794)

令和4年度調査(n=1,072)
 

※令和４年度調査の「低栄養に関わる相談・指導」は、令和２年度・令和３年度調査の「栄養に関わる相談・指導」から変更 

※令和４年度調査の「糖尿病性腎症重症化予防に関わる相談・指導」は、令和２年度・令和３年度調査の「糖尿病性腎症重症化予防の相談・指導」から変更 

※令和４年度調査の「生活習慣病等重症化予防（身体的フレイル含む）に関わる相談・指導」は、令和２年度・令和３年度調査の「生活習慣病等の重症化

予防に関わる相談・指導（糖尿病性腎症重症化予防以外）」から変更 

※令和４年度調査の「健康状態不明者の状態把握、必要なサ- ビスへの接続」は、令和２年度・令和３年度調査の「健康状態が不明な高齢者の状態把握、

必要なサービスへの接続」から変更 
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１）対象者抽出で利用しているデータ 

A票 Q6-1. ハイリスクアプローチの対象者の抽出にあたり、どのようなデータを利用していますか。（複数回答） 

 

○ 一体的実施を実施している市町村（1,072件）に実施項目を聞いたところ、「健診結果（後期高

齢者の質問票以外）」が963件で最も多く、次いで「医療、介護のレセプトデータ」が732件、

「一体的実施・ＫＤＢ活用支援ツール」が675件であった。 

 

図表3-5. 対象者抽出で利用しているデ－タ（複数回答）≪受託中の市町村≫  
＜ハイリスクアプローチを実施している市町村＞ 

健診結果（後期高齢者の質問票以外）

一体的実施・KDB 活用支援ツ- ル

健診時以外（通いの場、悉皆調査等）で取得した

後期高齢者の質問票

基本チェックリスト

市町村独自のアンケ- ト調査等

医療、介護のレセプトデ- タ

その他

無回答

963 

675 

281 

146 

88 

732 

111 

0 

0件 400件 800件 1200件

(n=1,072)

 

■その他の主な内容 

 広域連合から提供される対象者リストデータ 

 住民基本台帳のデータ 

 国保から提供されるデータ（特定健診結果、保健指導等） 

 糖尿病管理台帳等 

 歯科口腔健診の結果 

 がん検診受診者データ 

 介護認定状況、介護申請状況 

 地域包括支援センターで把握している情報（訪問調査結果等） 

 体力測定の結果（片足立ち・握力） 

 認知機能評価結果 

 ワクチン接種情報 

 過去の相談履歴（福祉に関する相談・支援履歴） 

 民生委員世帯調査結果 

 住民や関係機関からの情報、社会福祉協議会の見守りの情報 
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○ 市町村規模別にみると、小規模市町村では大規模・中規模市町村と比べて「医療、介護のレセプ

トデータ」の割合が低い。 

○ 大規模市町村では中規模・小規模市町村と比べて「一体的実施・KDB活用支援ツール」、「健診

時以外（通いの場、悉皆調査等）で取得した後期高齢者の質問票」の割合が低い。 

 
図表3-6. 対象者抽出で利用しているデ－タ（複数回答）≪受託中の市町村≫＜市町村規模別＞ 

＜ハイリスクアプローチを実施している市町村＞ 

健診結果（後期高齢者の質問票以外）

一体的実施・KDB 活用支援ツ- ル

健診時以外（通いの場、悉皆調査等）で取得した

後期高齢者の質問票

基本チェックリスト

市町村独自のアンケ- ト調査等

医療、介護のレセプトデ- タ

その他

90.5 

55.1 

21.1 

9.8 

10.3 

74.9 

13.5 

91.4 

68.6 

29.0 

14.2 

9.2 

74.0 

10.4 

87.5 

66.6 

29.6 

17.6 

4.8 

54.6 

6.6 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

大規模(n=399)

中規模(n=338)

小規模(n=335)
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２）対象者抽出で利用しているツール 

A票 Q6-2. ハイリスクアプローチの対象者の抽出にあたり、どのようなツールを利用していますか。（複数回答） 

 

○ 一体的実施を実施している市町村（1,072件）に対象者抽出で利用しているツールを聞いたとこ

ろ、「ＫＤＢ」が947件で最も多く、次いで「ＫＤＢ活用支援ツール」が530件と続いている。 

 

図表3-7. 対象者抽出で利用しているツ－ル（複数回答）≪受託中の市町村≫  
＜ハイリスクアプローチを実施している市町村＞ 

KDB

KDB 活用支援ツ- ル

その他保健指導システム

その他

特にツ- ルは使っていない（エクセル等）

無回答

947 

530 

292 

178 

35 

0 

0件 400件 800件 1200件

(n=1,072)
 

 

■その他の主な内容 

 民間作成のツール 

 独自の健診結果管理システム 

 介護システム 

 広域連合より名簿提供 

 国保連合会に委託 

 業務委託により対象者を選定 
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対象者の抽出基準・選定方法の決定

目標・評価指標の設定

対象者の抽出・リストアップ（KDB システムの活用等を含む）

医療機関との連携・調整

他の部課室の事業等の活用

予算の確保

企画・調整を行う医療専門職の確保

地域を担当する医療専門職の確保

保健指導に係るノウハウ・知識不足

委託先の確保

実施場所の確保

参加者への周知

保健指導指導後のフォロ- アップ

事業実施後の評価・改善策の立案

その他

課題はない

無回答

465 

715 

317 

585 

253 

51 

184 

473 

400 

101 

56 

181 

460 

650 

56 

14 

0 

0件 400件 800件 1200件

(n=1,072)

（２）ハイリスクアプローチの実施上の課題  

A票 Q7. 実施上の課題としてあてはまるものをお答えください。（複数回答） 

 

○ 一体的実施を実施している市町村（1,072件）にハイリスクアプローチの実施上の課題を聞いた

ところ、「目標・評価指標の設定」が715件で最も多く、次いで「事業実施後の評価・改善策の

立案」が650件であった。 
 

図表3-8. ハイリスクアプローチの実施上の課題（複数回答）≪受託中の市町村≫  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■その他の主な内容 

 マンパワーや資源の確保 

 庁内・関係機関との連携 

 参加拒否者へのフォロー、同意の取得 

 対象者の選定 

 委託先の質の確保 

 新型コロナウイルス感染症への対応 

 その他（高齢者の行動変容の難しさ、データ分析の精度、訪問記録の管理など） 
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○ 一体的実施の受託開始年度別にみると、令和２年度から受託を開始している市町村では、「対象

者の抽出基準・選定方法の決定」、「保健指導に係るノウハウ・知識不足」を課題とする市町村

の割合が低かった。 

○ 他方で、いずれの受託開始年度でも「目標・評価指標の設定」、「事業実施後の評価・改善策の

立案」の割合は高かった。 
 

図表3-9. ハイリスクアプローチの実施上の課題（複数回答）≪受託中の市町村≫＜開始年度別＞ 

対象者の抽出基準・選定方法の決定

目標・評価指標の設定

対象者の抽出・リストアップ

（KDB システムの活用等を含む）

医療機関との連携・調整

他の部課室の事業等の活用

予算の確保

企画・調整を行う医療専門職の確保

地域を担当する医療専門職の確保

保健指導に係るノウハウ・知識不足

委託先の確保

実施場所の確保

参加者への周知

保健指導指導後のフォロ- アップ

事業実施後の評価・改善策の立案

その他

課題はない

37.5 

63.4 

27.6 

54.6 

18.9 

4.2 

18.3 

43.1 

31.8 

8.2 

4.2 

13.5 

42.5 

56.9 

5.6 

2.3 

45.7 

68.1 

28.4 

52.4 

27.9 

4.8 

15.0 

42.3 

40.0 

9.2 

5.8 

17.3 

45.7 

64.0 

6.0 

0.7 

47.2 

68.7 

33.8 

57.7 

22.9 

5.3 

19.0 

48.2 

40.1 

11.3 

5.6 

20.4 

39.1 

60.2 

3.5 

1.1 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

令和2年度開始(n=355)

令和3年度開始(n=433)

令和4年度開始(n=284)
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○ 市町村規模別にみると、いずれの規模でも「目標・評価指標の設定」、「事業実施後の評価・改

善策の立案」が上位に挙げられている。 

○ 大規模市町村では中規模・小規模市町村と比べて、「対象者の抽出基準・選定方法の決定」、「他

の部課室の事業等の活用」、「予算の確保」、「委託先の確保」、「実施場所の確保」の割合が

高い。 
 
図表3-10. ハイリスクアプローチの実施上の課題（複数回答）≪受託中の市町村≫＜市町村規模別＞ 

対象者の抽出基準・選定方法の決定

目標・評価指標の設定

対象者の抽出・リストアップ

（KDB システムの活用等を含む）

医療機関との連携・調整

他の部課室の事業等の活用

予算の確保

企画・調整を行う医療専門職の確保

地域を担当する医療専門職の確保

保健指導に係るノウハウ・知識不足

委託先の確保

実施場所の確保

参加者への周知

保健指導指導後のフォロ- アップ

事業実施後の評価・改善策の立案

その他

課題はない

52.4

71.2

33.1

58.9

33.1

8.3

14.0

48.9

38.1

15.5

8.8

21.1

43.4

63.2

6.0

-

39.9

68.6

30.5

57.1

25.1

3.3

17.8

46.7

38.5

6.5

3.6

17.2

46.4

63.6

6.2

0.9

36.1

59.4

24.5

46.9

10.7

2.1

20.3

35.8

35.2

5.1

2.7

11.6

38.8

54.6

3.3

3.3

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

大規模(n=399)

中規模(n=338)

小規模(n=335)
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○ 令和３年度調査、令和４年度調査では大きな差はみられない。 
 

図表3-11. ハイリスクアプローチの実施上の課題（複数回答）≪受託中の市町村≫＜経年比較＞ 

対象者の抽出基準・選定方法の決定

目標・評価指標の設定

対象者の抽出・リストアップ

（KDB システムの活用等を含む）

医療機関との連携・調整

他の部課室の事業等の活用

予算の確保

企画・調整を行う医療専門職の確保

地域を担当する医療専門職の確保

保健指導に係るノウハウ・知識不足

委託先の確保

実施場所の確保

参加者への周知

保健指導指導後のフォロ- アップ

事業実施後の評価・改善策の立案

その他

課題はない

39.8 

59.8 

31.6 

52.4 

19.4 

6.5 

35.0 

8.4 

4.4 

16.5 

40.6 

57.8 

6.0 

1.4 

43.4 

66.7 

29.6 

54.6 

23.6 

4.8 

17.2 

44.1 

37.3 

9.4 

5.2 

16.9 

42.9 

60.6 

5.2 

1.3 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

令和3年度調査(n=794)

令和4年度調査(n=1,072)
 

※青字の記載は令和４年度調査から追加の項目（令和３年度調査は、「医療専門職の確保」（364 市町村・45.8％）） 
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（３）ポピュレーションアプローチの実施項目 

A票 Q8.今年度中の実施の有無（実施の場合は「○」、実施なしの場合は「×」）、実施体制をご記入ください。 

 

○ 一体的実施を実施している市町村（1,072件）にポピュレーションアプローチの実施項目を聞い

たところ、「フレイル予防の普及啓発、運動・栄養・口腔等取組等の健康教育・健康相談の実施」

が1,049件で最も多く、次いで「フレイル状態の高齢者を把握し、低栄養や筋力低下等の状態に

応じた保健指導や生活機能向上の支援等」が779件、「健康に関する相談や不安等について日常

的に気軽に相談が行える環境づくりの実施」が509件であった。 
 

図表3-12. ポピュレーションアプローチの実施項目（複数回答）≪受託中の市町村≫  

フレイル予防の普及啓発、運動・栄養・口腔等

取組等の健康教育・健康相談の実施

フレイル状態の高齢者を把握し、

低栄養や筋力低下等の状態に応じた

保健指導や生活機能向上の支援等

健康に関する相談や不安等について

日常的に気軽に相談が行える環境づくりの実施

その他

1,049 

779 

509 

49 

222

156

63

16

0件 400件 800件 1200件

実施

委託により実施
 

■その他の主な内容 

 高齢者の状況に応じた受診勧奨・サービスの利用勧奨 

 健康教育、情報発信 

 通いの場に関する取組 

 その他（認知症予防を目的とした事業展開、男性向け料理教室の開催、体力測定会、フレイルサポーター養

成事業 など） 

 
 

○ 市町村規模別では、大きな差はみられない。 
 
図表3-13. ポピュレーションアプローチの実施項目（複数回答）≪受託中の市町村≫＜市町村規模別＞ 

フレイル予防の普及啓発、運動・栄養・口腔等取組等

の健康教育・健康相談の実施

フレイル状態の高齢者を把握し、低栄養や筋力低下等

の状態に応じた保健指導や生活機能向上の支援等

健康に関する相談や不安等について

日常的に気軽に相談が行える環境づくりの実施

その他

98.5 

74.9 

47.1 

6.8 

98.5 

71.9 

45.3 

3.0 

96.4 

70.7 

50.1 

3.6 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

大規模(n=399)

中規模(n=338)

小規模(n=335)
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○ 令和４年度調査では、「フレイル状態の高齢者を把握し、低栄養や筋力低下等の状態に応じた保

健指導や生活機能向上の支援等」の実施割合がやや低い。 
 
図表3-14. ポピュレーションアプローチの実施項目（複数回答）≪受託中の市町村≫＜経年比較：割合＞ 

フレイル予防の普及啓発、運動・栄養・口腔等取組等の

健康教育・健康相談の実施

フレイル状態の高齢者を把握し、低栄養や筋力低下等

の状態に応じた保健指導や生活機能向上の支援等

健康に関する相談や不安等について日常的に気軽に相

談が行える環境づくりの実施

その他

97.7 

78.0 

51.5 

3.7 

97.9 

72.7 

47.5 

4.6 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

令和3年度調査(n=794)

令和4年度調査(n=1,072)

 

 

図表3-15. ポピュレーションアプローチの実施項目（複数回答）≪受託中の市町村≫＜経年比較：件数＞ 

フレイル予防の普及啓発、運動・栄養・口腔等取組等の

健康教育・健康相談の実施

フレイル状態の高齢者を把握し、低栄養や筋力低下等

の状態に応じた保健指導や生活機能向上の支援等

健康に関する相談や不安等について

日常的に気軽に相談が行える環境づくりの実施

その他

776 

619 

409 

29 

1,049 

779 

509 

49 

0件 500件 1000件 1500件

令和3年度調査(n=794)

令和4年度調査(n=1,072)

 
※令和３年度調査は、「取組により把握された高齢者の状況に応じて、健診や医療の受診勧奨、介護サービスの利用勧奨」（637 市町村・80.2％）も聴取して

いる 
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（４）ポピュレーションアプローチの実施上の課題 

A票 Q9. 実施上の課題としてあてはまるものをお答えください。（複数回答） 

 

○ 一体的実施を実施している市町村（1,072件）にポピュレーションアプローチの実施上の課題を

聞いたところ、「目標・評価指標の設定」が727件で最も多く、次いで「事業実施後の評価・改

善策の立案」が673件、「指導結果のフォロー」が390件、「医療専門職の確保」が382件と続

いている。 
 

図表3-16. ポピュレーションアプローチの実施上の課題（複数回答）≪受託中の市町村≫  
＜ポピュレーションアプローチを実施している市町村＞ 

目標・評価指標の設定

他の部課室の事業等の活用

通いの場に係る情報収集

通いの場の担い手との連携

通いの場との関わり方

参加者への周知

予算の確保

医療専門職の確保

健康教育等や個別支援への接続に関するノウハウ・知識の不足

委託先の確保

実施場所の確保

指導結果のフォロ- 

事業実施後の評価・改善策の立案

その他

課題はない

無回答

727 

294 

238 

313 

339 

231 

53 

382 

270 

88 

139 

390 

673 

63 

20 

0 

0件 400件 800件 1200件

(n=1,072)

 

■その他の主な内容 

 新型コロナウイルス感染症への対応 

 関係者との連携 

 マンパワーや資源の確保 

 通いの場等の参加者の確保、通いの場等がない地域へのアプローチ 

 住民の協力・意欲の引き出し、無関心層へのアプローチ 

 地域支援事業等の他の事業との調整 

 委託先の質の確保 

 その他（地域の健康課題の抽出、質問票の結果の活用方法、送迎、各団体に応じた健康教育の実施方法など） 



実施状況調査（市町村）の調査結果 

29 

 

○ 一体的実施の受託開始年度別にみると、全体の３割以上が課題として挙げた「通いの場との関わ

り方」は令和２年度・令和３年度から受託している市町村の割合が低い。 

○ いずれの開始年度においても、「目標・評価指標の設定」、「事業実施後の評価・改善策の立案」

が上位に挙げられている。 
 
図表3-17. ポピュレーションアプローチの実施上の課題（複数回答）≪受託中の市町村≫＜開始年度別＞ 

＜ポピュレーションアプローチを実施している市町村＞ 

目標・評価指標の設定

他の部課室の事業等の活用

通いの場に係る情報収集

通いの場の担い手との連携

通いの場との関わり方

参加者への周知

予算の確保

医療専門職の確保

健康教育等や個別支援への接続に関する

ノウハウ・知識の不足

委託先の確保

実施場所の確保

指導結果のフォロー

事業実施後の評価・改善策の立案

その他

課題はない

66.8 

21.1 

20.8 

26.2 

28.2 

18.9 

3.4 

33.2 

20.0 

7.0 

12.7 

33.2 

60.0 

5.9 

2.8 

69.5 

30.3 

21.7 

28.6 

29.6 

19.6 

6.2 

35.1 

27.0 

7.9 

12.2 

37.9 

64.9 

6.5 

1.4 

66.5 

31.0 

24.6 

33.8 

39.1 

27.8 

4.9 

39.4 

28.9 

10.2 

14.4 

38.0 

63.0 

4.9 

1.4 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

令和2年度開始(n=355)

令和3年度開始(n=433)

令和4年度開始(n=284)
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○ 市町村規模別にみると、いずれの規模でも「目標・評価指標の設定」、「事業実施後の評価・改

善策の立案」が上位に挙げられている。 

○ 大規模市町村では中規模・小規模市町村と比べて、「他の部課室の事業等の活用」、「通いの場

に係る情報収集」、「通いの場との関わり方」、「実施場所の確保」の割合が高い。 
 

図表3-18. ポピュレーションアプローチの実施上の課題（複数回答）≪受託中の市町村≫  
＜市町村規模別＞＜ポピュレーションアプローチを実施している市町村＞ 

目標・評価指標の設定

他の部課室の事業等の活用

通いの場に係る情報収集

通いの場の担い手との連携

通いの場との関わり方

参加者への周知

予算の確保

医療専門職の確保

健康教育等や個別支援への接続に関する

ノウハウ・知識の不足

委託先の確保

実施場所の確保

指導結果のフォロ- 

事業実施後の評価・改善策の立案

その他

課題はない

72.9 

38.1 

30.6 

35.8 

38.6 

23.8 

7.3 

37.6 

25.8 

11.3 

20.3 

34.8 

66.7 

7.0 

0.5 

68.3 

28.4 

20.7 

29.3 

28.7 

21.9 

4.4 

37.3 

25.7 

8.3 

8.0 

37.6 

64.5 

7.1 

1.8 

61.2 

13.7 

13.7 

21.2 

26.3 

18.5 

2.7 

31.6 

23.9 

4.5 

9.3 

37.0 

56.4 

3.3 

3.6 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

大規模(n=399)

中規模(n=338)

小規模(n=335)
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○ 令和４年度調査では、「目標・評価指標の設定」、「事業実施後の評価・改善策の立案」を課題

として挙げる市町村の割合がやや高くなった。 
 
図表3-19. ポピュレーションアプローチの実施上の課題（複数回答）≪受託中の市町村≫＜経年比較＞ 

＜ポピュレーションアプローチを実施している市町村＞ 

目標・評価指標の設定

他の部課室の事業等の活用

通いの場に係る情報収集

通いの場の担い手との連携

通いの場との関わり方

参加者への周知

予算の確保

医療専門職の確保

健康教育等や個別支援への接続に関するノウハウ・知識

の不足

委託先の確保

実施場所の確保

指導結果のフォロ- 

事業実施後の評価・改善策の立案

その他

課題はない

61.0 

18.5 

20.2 

26.7 

31.9 

20.9 

4.5 

40.1 

20.7 

7.1 

11.6 

24.2 

55.0 

8.4 

2.3 

67.8 

27.4 

22.2 

29.2 

31.6 

21.5 

4.9 

35.6 

25.2 

8.2 

13.0 

36.4 

62.8 

5.9 

1.9 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

令和3年度調査(n=794)

令和4年度調査(n=1,072)

 
※令和４年度の「指導結果のフォロー」は、令和３年度の「指導結果のフォローができない」から変更 

※令和３年度は、「介護保険主管課（地域包括支援センターを含む）との連携」（183 市町村・23.0％））も聴取している 
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（５）地域で保健事業に関わる専門職 

A票 Q10.ハイリスクアプローチ、ポピュレーションアプローチに、地域で実施に関わっている専門職別の人数（実人数
とし常勤換算等は不要）と、ハイリスクアプローチ、ポピュレーションアプローチごとの関与の有無をお答えくださ
い。（委託先における専門職の人数は除く） 

 

○ ハイリスクアプローチ、ポピュレーションアプローチに、地域で実施に関わっている専門職（委

託先を除く）別の人数を聞いたところ、いずれの市町村規模でも「保健師」のいる市町村が最も

多く1,016件で、平均5.44人であった。 
 

図表3-20. 地域で保健事業に関わる職種別専門職の配置状況：規模別 ≪受託中の市町村≫  
                             (件) 

小規模 中規模 大規模 合計

(335) (338) (399) (1,072)

医師 1,031 16 13 12 41

歯科医師 1,033 9 13 17 39

保健師 56 324 328 364 1,016

看護師 758 85 103 126 314

管理栄養士 252 236 276 308 820

栄養士 958 37 42 35 114

歯科衛生士 628 90 152 202 444

薬剤師 1,022 9 23 18 50

理学療法士 866 43 75 88 206

作業療法士 946 23 44 59 126

言語聴覚士 1,046 6 8 12 26

その他 950 38 41 43 122

専門職ありの市町村数専門職なし

の市町村数

職種

 

 

■その他の主な内容 

 運動指導士 

 社会福祉士 

 主任介護支援専門員、介護支援専門員 

 介護福祉士 

 認知症関係の職員等 

 事務職 

 准看護師 

 生活支援コーディネーター 

 その他（薬剤師、臨床検査技師、保育士、柔道整復師、公認心理師、音楽療法士、など） 
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図表3-21. 地域で保健事業に関わる職種別専門職の平均人数：規模別 ≪受託中の市町村≫  

（人）

小規模 中規模 大規模 全市町村

(335) (338) (399) (1,072)

医師 0.07 0.12 0.08 0.09

歯科医師 0.05 0.12 0.13 0.10

保健師 3.13 4.60 8.08 5.44

看護師 0.42 0.61 1.01 0.70

管理栄養士 0.90 1.57 2.48 1.70

栄養士 0.11 0.17 0.21 0.17

歯科衛生士 0.37 0.84 1.39 0.90

薬剤師 0.03 0.17 0.17 0.13

理学療法士 0.19 0.75 0.67 0.55

作業療法士 0.09 0.28 0.33 0.24

言語聴覚士 0.02 0.04 0.07 0.04

その他 0.18 0.23 0.22 0.21

職種

 

 
図表3-22. 地域で保健事業に関わる職種別専門職の合計人数：規模別 ≪受託中の市町村≫  

（人）

小規模 中規模 大規模 全市町村

(335) (338) (399) (1,072)

医師 22 39 31 92

歯科医師 18 42 51 111

保健師 1,047 1,555 3,225 5,827

看護師 140 205 402 747

管理栄養士 303 530 988 1,821

栄養士 37 58 85 180

歯科衛生士 124 284 556 964

薬剤師 10 58 68 136

理学療法士 64 255 266 585

作業療法士 31 93 132 256

言語聴覚士 8 13 26 47

その他 60 77 89 226

職種
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○ ハイリスクアプローチ、ポピュレーションアプローチに関わる専門職は、ともに「保健師」が関

わっている市町村が最も多く、次いで「管理栄養士」が関わる市町村が多かった。 

 
図表3-23. 地域で実施に関わる専門職の状況 ≪受託中の市町村≫  

＜地域で保健事業に関わる専門職がいる市町村＞ 

 

医師

歯科医師

保健師

看護師

管理栄養士

栄養士

歯科衛生士

薬剤師

理学療法士

作業療法士

言語聴覚士

その他

20 

10 

977 

221 

739 

77 

225 

19 

49 

28 

6 

33 

23

30

972

270

738

86

399

40

197

123

25

110

0件 400件 800件 1200件

ハイリスクアプローチに関

わる人員配置あり

ポピュレーションアプロー

チに関わる人員配置あり
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（６）目標の設定状況 

A 票 Q11. ハイリスクアプローチ、ポピュレーションアプローチそれぞれの目標の設定状況についてお答えください。
（複数回答） 

 

○ 目標の設定状況を聞いたところ、ハイリスクアプローチ、ポピュレーションアプローチともに、

「市町村独自に設定している」が最も多い（ハイリスクアプローチが959件、ポピュレーション

アプローチが949件）。 

○ 「特に設定していない」は、ハイリスクアプローチで30件、ポピュレーションアプローチで38

件であった。 
 

図表3-24. ハイリスクアプロ－チの目標設定状況（複数回答） ≪受託中の市町村≫  

市町村独自に設定している

市町村の他部門共通で設定している

広域連合と連動して設定している

他の市町村と連動して設定している

その他

特に設定していない

無回答

959 

157 

121 

7 

4 

30 

0 

0件 400件 800件 1200件

(n=1,072)

 

 
図表3-25. ポピュレ－ションアプロ－チの目標設定状況（複数回答） ≪受託中の市町村≫  

市町村独自に設定している

市町村の他部門共通で設定している

広域連合と連動して設定している

他の市町村と連動して設定している

その他

特に設定していない

無回答

949 

161 

97 

1 

3 

38 

0 

0件 400件 800件 1200件

(n=1,072)

 

 

■その他の主な内容 

 事業全体として設定 

 広域連合、国保連合会の助言にて設定 

 国・県・広域等の情報を元に設定 

 

 



実施状況調査（市町村）の調査結果 

36 

 

○ 一体的実施の受託開始年度別にみると、ハイリスクアプローチ、ポピュレーションアプローチと

もに、いずれの受託開始時期でも「市町村独自に設定している」が９割前後で最も高い。 
 

図表3-26. ハイリスクアプロ－チの目標設定状況（複数回答） ≪受託中の市町村≫＜開始年度別＞ 

市町村独自に設定している

市町村の他部門共通で設定している

広域連合と連動して設定している

他の市町村と連動して設定している

その他

特に設定していない

89.6

15.5

9.0

0.6

-

3.9

90.8

12.2

11.5

0.9

0.9

1.4

87.3

17.3

13.7

0.4

-

3.5

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

令和2年度開始(n=355)

令和3年度開始(n=433)

令和4年度開始(n=284)

 

 
図表3-27. ポピュレ－ションアプロ－チの目標設定状況（複数回答）≪受託中の市町村≫＜開始年度別＞ 

市町村独自に設定している

市町村の他部門共通で設定している

広域連合と連動して設定している

他の市町村と連動して設定している

その他

特に設定していない

87.3

16.1

6.8

0.3

-

5.1

90.1

12.7

10.2

-

0.7

1.8

87.7

17.3

10.2

-

-

4.2

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

令和2年度開始(n=355)

令和3年度開始(n=433)

令和4年度開始(n=284)
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（７）事業の評価として行ったこと 

A票 Q12.事業の評価として行ったことをお答えください。（複数回答） 

 

○ 事業の評価として行ったことは、「事業の実施量（実施回数・参加人数等）を用いた分析」が760

件で最も多く、次いで「参加者・対象者の状態像の変化の分析」が600件、「庁内連携の状況の

確認・課題の抽出」が525件と続いている。 
 

図表3-28. 事業の評価として行ったこと（複数回答） ≪受託中の市町村≫  

庁内連携の状況の確認・課題の抽出

地域の関係機関・関係団体との連携の状況の

確認・課題の抽出

事業の実施量（実施回数・参加人数等）を用いた分析

参加者・対象者の満足度・意見に関する分析

参加者・対象者の状態像の変化の分析

成果指標（医療費、要介護認定率等）の変化の分析

報告書での成果の確認（市町村からの委託の場合）

定性的な成果の分析

その他

事業開始間もないため評価ができない

評価を実施していない

無回答

525 

376 

760 

388 

600 

280 

98 

36 

27 

189 

26 

0 

0件 400件 800件 1200件

(n=1,072)
 

■定性的な成果の分析の主な内容 

 フレイルの認知度、取組状況 

 健康教育の理解度 

 対象者の行動目標の達成状況 

 生活習慣の変化についての主観、行動変容ステージの変化 

 後期質問票の変化 

 参加者の意見・評判等 

 関係団体等からの事業に対する評価 

 

■その他の主な内容 

 採血結果持込数や窓口等での質問票の聞き取り数 

 医療受診状況、個々の健診データの確認 

 特定健診結果の分析 

 毎食、蛋白質を食べる・週 1回運動をする人の割合の増加 

 個別事例の数値評価や受診行動等 

 独自のアンケート結果を分析 

 体力測定の変化 
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○ 一体的実施の受託開始年度別にみると、令和２年度に開始した市町村では、「成果指標（医療費、

要介護認定率等）の変化の分析」の割合が高かった。 
 

図表3-29. 事業の評価として行ったこと（複数回答） ≪受託中の市町村≫＜開始年度別＞ 

庁内連携の状況の確認・課題の抽出

地域の関係機関・関係団体との連携の状況の

確認・課題の抽出

事業の実施量（実施回数・参加人数等）を用いた分析

参加者・対象者の満足度・意見に関する分析

参加者・対象者の状態像の変化の分析

成果指標（医療費、要介護認定率等）の変化の分析

報告書での成果の確認（市町村からの委託の場合）

定性的な成果の分析

その他

事業開始間もないため評価ができない

評価を実施していない

53.5 

40.0 

86.5 

39.2 

66.5 

39.4 

12.4 

3.7 

3.1 

1.7 

1.4 

63.5 

45.3 

88.0 

48.3 

70.2 

28.6 

10.9 

4.4 

1.8 

1.8 

1.6 

21.1 

13.4 

25.4 

14.1 

21.1 

5.6 

2.5 

1.4 

2.8 

61.6 

4.9 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

令和2年度開始(n=355)

令和3年度開始(n=433)

令和4年度開始(n=284)
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○ 市町村規模別にみると、いずれの規模でも「事業の実施量（実施回数・参加人数等）を用いた分

析」が上位に挙げられている。 

○ また、いずれの規模でも「成果指標（医療費、要介護認定率等）の変化の分析」は３割未満であ

った。 

○ 大規模市町村では中規模・小規模市町村と比べて、「地域の関係機関・関係団体との連携の状況

の確認・課題の抽出」、「事業の実施量（実施回数・参加人数等）を用いた分析」、「参加者・

対象者の満足度・意見に関する分析」、「報告書での成果の確認（市町村からの委託の場合）」

の割合が高い。 
 

図表3-30. 事業の評価として行ったこと（複数回答） ≪受託中の市町村≫＜市町村規模別＞ 

庁内連携の状況の確認・課題の抽出

地域の関係機関・関係団体との連携の状況の

確認・課題の抽出

事業の実施量（実施回数・参加人数等）を用いた分析

参加者・対象者の満足度・意見に関する分析

参加者・対象者の状態像の変化の分析

成果指標（医療費、要介護認定率等）の変化の分析

報告書での成果の確認（市町村からの委託の場合）

定性的な成果の分析

その他

事業開始間もないため評価ができない

評価を実施していない

55.4 

42.1 

78.2 

47.1 

62.9 

27.1 

15.5 

3.5 

2.3 

14.8 

1.0 

50.6 

34.3 

70.7 

34.6 

54.1 

23.4 

5.6 

3.0 

2.1 

18.9 

2.1 

39.7 

27.5 

62.4 

24.8 

49.6 

27.8 

5.1 

3.6 

3.3 

19.7 

4.5 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

大規模(n=399)

中規模(n=338)

小規模(n=335)
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○ 令和３年度調査、令和４年度調査で大きな差はみられない。 
 

図表3-31. 事業の評価として行ったこと（複数回答） ≪受託中の市町村≫＜経年比較＞ 

庁内連携の状況の確認・課題の抽出

地域の関係機関・関係団体との連携の状況の

確認・課題の抽出

事業の実施量（実施回数・参加人数等）を用いた分析

参加者・対象者の満足度・意見に関する分析

参加者・対象者の状態像の変化の分析

成果指標（医療費、要介護認定率等）の変化の分析

報告書での成果の確認（市町村からの委託の場合）

定性的な成果の分析

その他

事業開始間もないため評価ができない

評価を実施していない

48.6 

32.6 

68.1 

31.6 

33.1 

11.2 

5.5 

7.7 

15.6 

49.0 

35.1 

70.9 

36.2 

56.0 

26.1 

9.1 

3.4 

2.5 

17.6 

2.4 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

令和3年度調査(n=794)

令和4年度調査(n=1,072)

 

※青字は令和４年度調査から追加の項目 

※令和４年度調査の「報告書での成果の確認（市町村からの委託の場合）」は、令和３年度調査の「報告書での成果の確認（委託の場合）」から変更 
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（８）目標の設定状況 

A票 Q13.事業の評価の活用、事業報告の状況についてお答えください。（複数回答） 

 

○ 事業の評価の活用、事業報告の状況について聞いたところ、「庁内の関係部局間で事業評価を共

有した」が714件、「事業評価を踏まえ、次年度の事業の実施計画へ反映した」が648件で上位

に挙げられている。 
 

図表3-32. 事業の評価の活用、事業報告の状況について（複数回答） ≪受託中の市町村≫  

広域連合と評価結果について情報共有し、

改善策等を検討した

庁内の関係部局間で事業評価を共有した

関係機関・関係団体に事業評価を共有した

住民に対して、事業の意義や成果について

周知・広報した

事業評価を踏まえ、次年度の事業の実施計画へ

反映した

事業評価を踏まえ、デ- タヘルス計画等へ反映した

その他

事業評価はしたが、結果を活用していない

無回答

322 

714 

385 

101 

648 

60 

216 

18 

0 

0件 400件 800件 1200件

(n=1,072)

 

■その他の主な内容 

 保健事業担当者会議等における課題の検討 

 関連する委員会に報告 

 学識経験者へ共有し改善案等を検討 

 一部事業の結果を全戸配布のガイドブックで周知 

※今後、評価予定（208件） 
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○ 市町村規模別にみると、いずれの規模でも「庁内の関係部局間で事業評価を共有した」、「事業

評価を踏まえ、次年度の事業の実施計画へ反映した」が上位に挙げられた。 
 

図表3-33. 事業の評価の活用、事業報告の状況について（複数回答） ≪受託中の市町村≫  
＜市町村規模別＞ 

広域連合と評価結果について情報共有し、

改善策等を検討した

庁内の関係部局間で事業評価を共有した

関係機関・関係団体に事業評価を共有した

住民に対して、事業の意義や成果について

周知・広報した

事業評価を踏まえ、

次年度の事業の実施計画へ反映した

事業評価を踏まえ、デ- タヘルス計画等へ反映した

その他

事業評価はしたが、結果を活用していない

30.8 

74.7 

49.4 

11.0 

67.7 

6.5 

16.3 

1.0 

33.4 

67.2 

34.6 

9.8 

59.5 

3.6 

22.8 

1.8 

25.7 

56.4 

21.2 

7.2 

52.8 

6.6 

22.1 

2.4 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

大規模(n=528)

中規模(n=515)

小規模(n=685)

 
 

○ 令和４年度調査では、「広域連合と評価結果について情報共有し、改善策等を検討した」がやや

高かった。 
 
図表3-34. 事業の評価の活用、事業報告の状況について（複数回答） ≪受託中の市町村≫＜経年比較＞ 

広域連合と評価結果について情報共有し、

改善策等を検討した

庁内の関係部局間で事業評価を共有した

関係機関・関係団体に事業評価を共有した

住民に対して、事業の意義や成果について周知・広報した

事業評価を踏まえ、次年度の事業の実施計画へ反映した

事業評価を踏まえ、デ- タヘルス計画等へ反映した

その他

事業評価はしたが、結果を活用していない

25.2 

64.5 

32.6 

10.1 

58.1 

6.8 

20.3 

3.1 

30.0 

66.6 

35.9 

9.4 

60.4 

5.6 

20.1 

1.7 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

令和3年度調査(n=794)

令和4年度調査(n=1,072)
 

※令和４年度調査の「事業評価を踏まえ、データヘルス計画等へ反映した」は、令和３年度調査の「事業評価を踏まえ、データヘルス計画への反映をした」から変更 
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（９）事業実施後の企画・運営上の課題と対応状況 

A票 Q14.事業実施後に事業の企画・運営上、課題として挙がったことと、挙げられた課題に対して対策・見直しを講じ
たかどうか（講じた場合は○、講じていない場合は×）と、対策・見直しを講じた場合の具体的な主な内容（自由回
答）をお答えください。 

 

○ 事業実施後に事業の企画・運営上、課題として挙がったこととして、「事業対象の抽出基準、選

定、優先度のつけ方」が551件で最も多く、次いで「事業の実施方法」（469件）、「実施体制

（検討不足、人員不足等）」（443件）が上位に挙げられた。 

○ 課題として挙がったことに対して、対策・見直しを講じた割合が７割未満の課題は、「実施体制

（検討不足、人員不足等）」（67.5％）、「事業の実施結果の蓄積、活用」（60.9％）であっ

た。 
 

図表3-35. 事業実施後の企画・運営上の課題と対応状況（複数回答） ≪受託中の市町村≫  

事業対象の抽出基準、選定、優先度のつけ方

実施体制（検討不足、人員不足等）

事業の実施方法

相談・指導の内容

事業の実施結果の蓄積、活用

周知の方法や対象者への連絡方法

その他

事業開始間もない／未実施のため、課題整理が

できていない

551 

443 

469 

250 

233 

221 

26 

229 

492

299

415

220

142

179

14

0件 200件 400件 600件

課題として挙がった

対策・見直しを講じた
 

■その他の主な内容 

 地域の医療専門職が限られる 

 事業対象者の少なさ 

 コロナ禍における事業実施方法、方針等 

 関係課との事業整理 

 評価指標の設定 

 医師会や医療機関、介護支援専門員との連携 
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（10）一体的実施による効果 

A票 Q15.一体的実施に取り組んだことで、これまでにどのような効果があったと感じていますか。（複数回答） 

 

○ 一体的実施に取り組んだことによる効果は、「高齢者の保健事業に取り組む体制構築につながっ

た」（662件）、「健康課題が明確化した」（634件）、「高齢者の健康状態や生活機能の課題

をより把握できるようになった」（624件）が上位に挙げられている。 
 

図表3-36. 一体的実施に取り組んだことによる効果（複数回答） ≪受託中の市町村≫  

高齢者の保健事業に取り組む体制構築につながった

高齢者の保健事業を実施するうえでの後期高齢者医療広域連合との

連携ができるようになった

健康課題が明確化した

庁内外の関係者間の調整や地域医療関係団体との連携が促進された

国民健康保険と後期高齢者医療の事業の接続ができる環境が整った

地域支援事業（介護保険）と後期高齢者医療の事業を一体的に

取り組める環境が整った

事業の効率化が図られた

高齢者の健康状態や生活機能の課題をより把握できるようになった

高齢者への個別的な支援が充実した

通いの場等における健康相談が充実した

事業目標を課題に基づいて設定できるようになった

事業評価が推進された

その他

特にない

無回答

662 

562 

634 

441 

401 

392 

77 

624 

578 

396 

198 

128 

38 

11 

0 

0件 400件 800件 1200件

(n=1,072)
 

 

■その他の主な内容 

 庁内連携の強化、庁内連携の必要性を再認識した 

 一体的実施の重要性を再認識した 

 大学や民間との関係性が新たに生まれた 

 その他（参加している高齢者の健康に対する意識が向上した、後期高齢者健診の受診率が向上した、健康状

態不明者の把握が自殺予防につながる可能性がある、など） 
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○ 一体的実施の受託開始年度別にみると、「高齢者の保健事業に取り組む体制構築につながった」、

「健康課題が明確化した」は、いずれの受託時期でも半数を超える市町村が挙げていた。 

○ 「国民健康保険と後期高齢者医療の事業の接続ができる環境が整った」は令和２年度から受託、

「高齢者への個別的な支援が充実した」、「事業評価が推進された」は令和３年度・令和２年度

から受託の市町村が比較的高かった。 
 
図表3-37. 一体的実施に取り組んだことによる効果（複数回答） ≪受託中の市町村≫＜開始年度別＞ 

高齢者の保健事業に取り組む体制構築につながった

高齢者の保健事業を実施するうえでの

後期高齢者医療広域連合との連携ができるようになった

健康課題が明確化した

庁内外の関係者間の調整や地域医療関係団体との

連携が促進された

国民健康保険と後期高齢者医療の事業の接続が

できる環境が整った

地域支援事業（介護保険）と後期高齢者医療の

事業を一体的に取り組める環境が整った

事業の効率化が図られた

高齢者の健康状態や生活機能の課題を

より把握できるようになった

高齢者への個別的な支援が充実した

通いの場等における健康相談が充実した

事業目標を課題に基づいて設定できるようになった

事業評価が推進された

その他

特にない

63.4 

52.7 

61.7 

41.4 

42.5 

39.4 

7.9 

61.4 

58.9 

39.4 

21.4 

14.4 

2.8 

0.8 

62.4 

54.0 

59.8 

43.2 

34.9 

36.5 

6.7 

61.2 

60.7 

36.3 

18.0 

12.7 

3.2 

0.7 

58.8 

49.6 

54.9 

37.7 

34.9 

33.1 

7.0 

49.6 

37.3 

34.9 

15.5 

7.7 

4.9 

1.8 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

令和2年度開始(n=355)

令和3年度開始(n=433)

令和4年度開始(n=284)
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○ 市町村規模別にみると、小規模市町村では大規模・中規模市町村と比べて、「高齢者の保健事業

に取り組む体制構築につながった」、「高齢者の保健事業を実施するうえでの後期高齢者医療広

域連合との連携ができるようになった」、「健康課題が明確化した」、「庁内外の関係者間の調

整や地域医療関係団体との連携が促進された」、「高齢者への個別的な支援が充実した」の割合

が低い。 
 
図表3-38. 一体的実施に取り組んだことによる効果（複数回答） ≪受託中の市町村≫＜市町村規模別＞ 

高齢者の保健事業に取り組む体制構築につながった

高齢者の保健事業を実施するうえでの

後期高齢者医療広域連合との連携ができるようになった

健康課題が明確化した

庁内外の関係者間の調整や

地域医療関係団体との連携が促進された

国民健康保険と後期高齢者医療の

事業の接続ができる環境が整った

地域支援事業（介護保険）と後期高齢者医療の

事業を一体的に取り組める環境が整った

事業の効率化が図られた

高齢者の健康状態や生活機能の課題を

より把握できるようになった

高齢者への個別的な支援が充実した

通いの場等における健康相談が充実した

事業目標を課題に基づいて設定できるようになった

事業評価が推進された

その他

特にない

66.9

58.6

61.9

54.4

41.9

39.1

7.8

62.9

60.7

39.6

20.6

14.0

1.8

-

64.5

57.7

62.1

39.6

36.7

37.9

6.5

57.4

57.1

37.9

16.9

12.7

4.7

1.5

52.8

39.7

52.8

26.9

32.8

32.2

7.2

53.4

42.7

32.8

17.6

8.7

4.5

1.8

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

大規模(n=399)

中規模(n=338)

小規模(n=335)
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４．一体的実施の事業実施に向けた準備状況等 【未受託の市町村】 

（１）準備状況や課題 

B票 Q6. 一体的実施の受託に向けた準備状況や課題について該当するものをお答えください。※準備状況は、『未着手』
『検討している』『着手している』『継続して実施している』『完了（終了）している』の５段階でお答えください。
※「課題」は課題となっている・課題と感じている場合には「○」、課題になっていない・課題とは感じていない場
合には「×」を選択してください。 

 

○ 一体的実施をまだ受託していない市町村（669件）の準備状況をみると、半数以上の市町村で“広

域連合との調整の機会の設定”が「未着手」、「検討中」であった。 

○ 「②方針策定等」では関係分野における“既存計画との整合性の確保”、「④体制構築」では“庁

外の関係機関”との連携や事業内容等に係る合意形成について、未着手の市町村が半数程度、「検

討中」も加えると８割超であった。 
 

図表4-1. 一体的実施の準備状況 ≪未受託の市町村≫  

①　広域連合との調整

a. 一体的実施の事業内容・実施の方針の調整

b. 広域連合との調整の機会の設定

②　方針策定等

c. 市町村が策定する基本的な方針の策定

d. 事業の準備の手順や作業内容の明確化

e. データヘルス計画や介護保険事業計画等既存計画との整合性の確保

③　課題分析、企画

f. 地域の課題分析ができる人材の確保

g. 地域の課題分析のためのデータ入手や分析環境の確保

h. 地域の課題分析の方法の確定等

i. 地域の課題の把握

j. 地域の課題に応じた事業の企画・立案

④　体制構築

k. 庁内の関係部署の連携体制構築

l. 庁内関係部署との一体的実施の受託時期の合意形成

m. 庁内関係部署との事業内容等に係る合意の形成

n. 企画・調整を担当する医療専門職の確保

o. 地域を担当する医療専門職の確保

p. 庁外の関係機関との連携体制の構築

q. 庁外の関係機関との事業内容等に係る合意の形成

⑤　実施場所・実施圏域

r. ハイリスクアプローチの実施の調整

s. ポピュレーションアプローチの実施の調整・通いの場等との事業内容の調整

158

196

222

221

270

184

177

209

202

243

95

123

143

157

194

314

348

225

220

251

188

245

267

278

249

221

233

223

237

175

175

244

241

281

233

217

274

272

179 

172 

149 

139 

87 

156 

184 

159 

174 

133 

239 

192 

161 

158 

132 

85 

72 

118 

115 

66 

84 

36 

34 

23 

43 

52 

50 

51 

44 

100 

45 

68 

38 

36 

28 

26 

42 

51 

15 

29 

17 

8 

11 

37 

35 

18 

19 

12 

60 

134 

53 

75 

26 

9 

6 

10 

11 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

未着手 検討中 着手している 継続して実施している 完了（終了）している

n=669

 
※数値は、該当する市町村数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



実施状況調査（市町村）の調査結果 

48 

 

○ 一体的実施の受託に向けた課題として、半数以上の市町村が多くの項目で課題「あり」と回答し

た。 

○ 特に、④体制構築の「地域を担当する医療専門職の確保」、「庁外の関係機関との連携体制の構

築」、「庁外の関係機関との事業内容等に係る合意の形成」が上位に挙げられた。 

 
図表4-2. 一体的実施の課題 ≪未受託の市町村≫  

①　広域連合との調整

a. 一体的実施の事業内容・実施の方針の調整

b. 広域連合との調整の機会の設定

②　方針策定等

c. 市町村が策定する基本的な方針の策定

d. 事業の準備の手順や作業内容の明確化

e. データヘルス計画や介護保険事業計画等既存計画との整合性の確保

③　課題分析、企画

f. 地域の課題分析ができる人材の確保

g. 地域の課題分析のためのデータ入手や分析環境の確保

h. 地域の課題分析の方法の確定等

i. 地域の課題の把握

j. 地域の課題に応じた事業の企画・立案

④　体制構築

k. 庁内の関係部署の連携体制構築

l. 庁内関係部署との一体的実施の受託時期の合意形成

m. 庁内関係部署との事業内容等に係る合意の形成

n. 企画・調整を担当する医療専門職の確保

o. 地域を担当する医療専門職の確保

p. 庁外の関係機関との連携体制の構築

q. 庁外の関係機関との事業内容等に係る合意の形成

⑤　実施場所・実施圏域

r. ハイリスクアプローチの実施の調整

s. ポピュレーションアプローチの実施の調整・通いの場等との事業内容の調整

359

245

434

479

447

483

419

467

455

479

380

309

400

471

499

493

492

460

457

309

423

234

189

221

185

249

201

213

189

288

359

268

197

169

175

176

208

211

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あり なし 無回答

n=669

 

※数値は、該当する市町村数 
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（２）受託していない理由 

B票 Q7. 令和４年度末時点で一体的実施を受託していない理由についてお答えください。（複数回答） 

 

○ 受託していない理由として、「企画・調整を担当する医療専門職が決まらない」が333件で最も

多く、次いで「地域を担当する医療専門職の確保が困難」（289件）、「新型コロナウイルス感

染症対策に時間を割いているため準備が進まない」（288件）が上位に挙げられている。 
 

図表4-3. 受託していない理由（複数回答） ≪未受託の市町村≫  

主担当の部署が定まらない

施策として優先度が低い

他の施策で取り組んでいる（他の財源を利用している）

関係部署間での合意形成ができていない

他の自治体の取組状況を参照してから取り組みたい

企画・調整を担当する医療専門職が決まらない

地域を担当する医療専門職の確保が困難

適切な外部委託先がない

実施のための施設や設備等が確保できない

国の特別調整交付金の継続性が不明確

国の特別調整交付金の交付基準が不明確

新型コロナウイルス感染症対策に時間を割いているため

準備が進まない

その他

無回答

164 

74 

125 

233 

216 

333 

289 

36 

19 

33 

8 

288 

115 

0 

0件 200件 400件

(n=669)
 

 

■その他の主な内容 

 予算確保が困難 

 マンパワー不足 

 費用対効果に見合う事業規模を見極めることが困難 

 提出書類が多く、書類作成の時間が取れない 

 地域の現状や一体的実施の事業内容を理解しきれていない 

 ハイリスクアプローチにおける専門医や医師会との連携体制づくりに時間がかかるため 

 データ分析に基づいた実施目的の確定や実施する施策等の準備に時間をかけている 
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○ 受託時期が未定の市町村（74件）の受託していない理由をみると、「企画・調整を担当する医

療専門職が決まらない」、「地域を担当する医療専門職の確保が困難」が上位に挙げられている。 
 

図表4-4. 受託していない理由（複数回答） ≪未定の市町村≫  

主担当の部署が定まらない

施策として優先度が低い

他の施策で取り組んでいる（他の財源を利用している）

関係部署間での合意形成ができていない

他の自治体の取組状況を参照してから取り組みたい

企画・調整を担当する医療専門職が決まらない

地域を担当する医療専門職の確保が困難

適切な外部委託先がない

実施のための施設や設備等が確保できない

国の特別調整交付金の継続性が不明確

国の特別調整交付金の交付基準が不明確

新型コロナウイルス感染症対策に時間を割いているため準備が

進まない

その他

21 

11 

18 

17 

19 

43 

35 

5 

4 

3 

1 

33 

8 

0件 20件 40件 60件 80件

(n=74)
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（３）検討状況 

B票 Q8. 一体的実施の受託に関する検討状況についてお答えください。 

 

○ 「受託に向けた検討をしている」が14件、「受託に向けた検討をしていないが、今後検討する

予定」が44件、「受託に向けた検討をする予定がない」が16件であった。 
 

図表4-5. 受託に向けた検討状況 ≪受託時期が未定の市町村≫  

受託に向けた検討をしている

14

19%

受託に向けた検討をしていないが、

今後検討する予定

44

59%

受託に向けた検討をする

予定がない

16

22%

無回答

0

n=74

 

１）一体的実施の受託に向けて必要な支援 

B票 Q8-1. 一体的実施の受託に向けて、どのような支援があれば開始できるかお答えください。（自由回答 ※任意回
答） 

 

○ 医療専門職の確保に関しては、専門職の派遣・確保、委託先の活用、専従要件の緩和、自治体規

模に応じた予算の充実が挙げられた。 

○ 実施計画・基本方針の策定、交付基準の理解が進んでいない点に関しては、策定に向けた助言・

指導、情報提供、提出書類の簡素化が挙げられた。 

 

■主な一体的実施の受託に向けて必要な支援（自由回答）≪ 受託時期が未定の市町村≫  

○医療専門職の確保が困難 

 保健師等医療専門職の派遣・紹介 
 

○実施計画・基本方針の策定、交付基準の理解が困難 

 実施計画及び基本方針が未策定のため、策定に向けた助言・指導等の支援 

 同規模市町村での実施方法などノウハウの提供 

 地域課題の分析、企画、評価等における支援 
 

○庁内連携、主担当部署が不明確 

 主管課として適切な部署の明確化 
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５．他組織からの支援 

（１）広域連合からの支援 

Q16（B票 Q9）. 広域連合から、何らかの支援を受けたことがありますか。Q17の支援内容を参考にお答えください。 

 

○ 広域連合から、「何らかの支援を受けたことがある」は1,624件、「支援を受けたことはない」

は０件であった。 
 

図表5-1. 広域連合からの支援 

何らかの支援を受けたことがある

1624

93%

支援を受けたことはない

0

無回答

117

7%

N=1741
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（２）広域連合からの支援と評価・今後の希望 

Q17（B 票 Q10 ）. 下記支援内容について、支援内容ごとに、受けた支援、有効だった支援、強化が必要な支援、今後
受けたい支援の有無について該当する場合は「○」、該当しない場合は「×」でお答えください。Q16 で、「2 支援
を受けたことはない」と回答した市町村においては、今後受けたい支援についてお答えください。 

 

○ 広域連合から受けた支援として、「広域連合が開催するセミナー・研修会」が1,500件で最も多

く、次いで「広域連合との直接対話」（1,252件）、「課題分析、実施方法等に関する助言や指

導」（1,132件）、「特別調整交付金の申請に関わる支援」（1,072件）が上位に挙げられてい

る。 

○ 有効だった支援として、「広域連合が開催するセミナー・研修会」、「広域連合との直接対話」

が上位に挙げられた。 

○ 強化が必要な支援として、「広域連合が開催するセミナー ・研修会」、「課題分析、実施方法

に関する助言や指導」が上位に挙げられた。 
 

図表5-2. 広域連合からの支援と評価 
＜広域連合からの支援を受けたことがある市町村＞ 

広域連合との

直接対話

課題分析、実

施方法等に関

する助言や指

導

特別調整交付

金の申請に関

わる支援

広域連合が開

催するセミナー・

研修会

研修等への広

域連合職員等

の派遣

広域連合による

市町村の健康

課題の分析

広域連合を通

じた他市町村と

の連携の調整

広域連合を通

じた医療関係

団体との連携

の調整

広域連合から

の有識者等の

派遣等

その他

1252

1132
1072

1500

213

589

409

122
65

17

1211

1058 1048

1441

210

545

375

95 62
17

373

489

326

568

69

274

174

80
25 50

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800
受けた支援 有効だった支援 強化が必要な支援

 
   ※無回答を除いて集計 
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○ 広域連合から今後受けたい支援として、「課題分析、実施方法等に関する助言や指導」（1,437

件）、「広域連合が開催するセミナー・研修会」（1,435件）が上位に挙げられている。 

 
図表5-3. 広域連合から今後受けたい支援（複数回答） 

広域連合との直接対話

課題分析、実施方法に関する助言や指導

特別調整交付金の申請に関わる支援

広域連合が開催するセミナ- ・研修会

研修等への広域連合職員等の派遣

広域連合による市町村の健康課題の分析

広域連合を通じた他市町村との連携の調整

広域連合を通じた医療関係団体との連携の調整

広域連合からの有識者等の派遣等

その他

無回答

1,235 

1,437 

1,341 

1,435 

629 

1,295 

931 

1,063 

707 

49 

74 

0件 400件 800件 1200件 1600件

(N=1,741)
 

■その他の主な内容 

○情報提供 

 他の市町村の情報提供、情報交換の場の設定 

 対象者リストの提供 

 広域連合が実施する事業の情報 
 

○関係機関との連携 

 国保連合会との連携 

 医師会への説明、所属医師への周知依頼 
 

○その他 

 随時、相談できる体制 

 事業の評価方法、評価指標の標準化 

 人材に関する支援 

 重症化予防に関する技術的支援・保健指導例 

 事業内容や実施方針の策定 など 
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○ 市町村規模別にみると、いずれの規模でも８割超の市町村が「課題分析、実施方法に関する助言

や指導」、「広域連合が開催するセミナー・研修会」を今後受けたい支援として挙げている。 

 
図表5-4. 広域連合から今後受けたい支援（複数回答）＜市町村規模別＞ 

広域連合との直接対話

課題分析、実施方法に関する助言や指導

特別調整交付金の申請に関わる支援

広域連合が開催するセミナ- ・研修会

研修等への広域連合職員等の派遣

広域連合による市町村の健康課題の分析

広域連合を通じた他市町村との連携の調整

広域連合を通じた医療関係団体との連携の調整

広域連合からの有識者等の派遣等

その他

無回答

71.3

80.3

77.9

82.6

36.7

75.0

55.8

60.9

44.6

3.0

4.2

75.1

86.2

80.3

85.3

40.3

79.9

59.3

66.0

44.4

2.9

3.3

67.5

81.4

73.9

80.1

32.5

69.7

47.3

57.5

34.7

2.6

5.1

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

大規模(n=529)

中規模(n=523)

小規模(n=689)
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○ 実施済・未実施の別でみると、未実施の市町村では「広域連合との直接対話」、「課題分析、実

施方法に関する助言や指導」、「研修等への広域連合職員等の派遣」、「広域連合からの有識者

等の派遣等」の割合が高い。 

 
図表5-5. 広域連合から今後受けたい支援（複数回答）＜実施済・未実施の別＞ 

広域連合との直接対話

課題分析、実施方法に関する助言や指導

特別調整交付金の申請に関わる支援

広域連合が開催するセミナ- ・研修会

研修等への広域連合職員等の派遣

広域連合による市町村の健康課題の分析

広域連合を通じた他市町村との連携の調整

広域連合を通じた医療関係団体との連携の調整

広域連合からの有識者等の派遣等

その他

無回答

68.4

80.2

75.5

83.4

28.5

73.3

52.9

60.1

35.4

2.1

4.0

75.0

86.2

79.5

80.9

48.3

76.1

54.4

62.6

49.0

3.9

4.6

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

実施済(n=1,072)

未実施(n=669)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



実施状況調査（市町村）の調査結果 

57 

 

（３）広域連合のセミナー・研修会等で有効だったテーマ 

Q18（B票 Q11）. 広域連合のセミナー・研修会等で有効だったテーマをお答えください。（複数回答） 

 

○ 広域連合のセミナー・研修会等で有効だったテーマは、「一体的実施に関する国の動き・制度」

が1,079件で最も多く、次いで「広域連合及び市町村による事例報告」（995件）、「高齢者の

保健事業の実施におけるＫＤＢシステムの活用」（910件）が上位に挙げられている。 
 

図表5-6. 広域連合のセミナ－・研修会等で有効だったテ－マ（複数回答） 

一体的実施に関する国の動き・制度

デ- タヘルス計画の内容

当該都道府県における高齢者の保健事業と介護予防の

一体的実施の方向性について

当該都道府県内の市町村での高齢者の保健事業と

介護予防の現状

当該都道府県内の市町村毎の健康課題の現状

高齢者の保健事業の実施におけるＫＤＢシステムの活用

広域連合及び市町村による事例報告

その他

セミナ- ・研修会等を受けていない

無回答

1,079 

211 

747 

790 

453 

910 

995 

55 

119 

0 

0件 400件 800件 1200件

(N=1,741)

 
■その他の主な内容 

 他市町村との意見交換 

 市町村の取組事例の紹介 

 高齢者の特性、高齢者の特性に合わせた事業展開 

 申請書や報告書の記載方法 

 地区分析、地域課題の分析 

 その他（外部講師による講演、ハイリスクアプローチの抽出基準の現状と課題、など） 
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（４）都道府県・国保連合会等からの支援 

Q19（B票 Q12）. 都道府県・国保連合会等から、何らかの支援を受けたことがありますか。Q20の支援内容を参考にお
答えください。 

 

○ 都道府県・国保連合会等から、「何らかの支援を受けたことがある」は1,528件、「支援を受け

たことはない」は213件であった。 

○ 市町村規模別にみると小規模市町村の２割近く（130件）、実施済・未実施の別でみると未実施

市町村の２割超（146件）が支援を受けたことはないと回答した。 
 

図表5-7. 都道府県・国保連合会等からの支援 

何らかの支援は受けたことがある

1528

88%

支援を受けたことはない

213

12%

無回答

0

N=1741

 

 
図表5-8. 都道府県・国保連合会等からの支援＜市町村規模別＞ 

494 

475 

559 

35

48

130

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大規模(n=529)

中規模(n=523)

小規模(n=689)

何らかの支援は受けたことがある 支援を受けたことはない
 

※数値は、該当する市町村数 

 
図表5-9. 都道府県・国保連合会等からの支援＜実施済・未実施の別＞ 

1,005 

523 

67

146

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施済(n=1072)

未実施(n=669)

何らかの支援は受けたことがある 支援を受けたことはない

 

※数値は、該当する市町村数 
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（５）都道府県・国保連合会等からの支援と評価・今後の希望 

Q20（B票 Q13 ）.下記支援内容について、支援内容ごとに、受けた支援、有効だった支援、強化が必要な支援、今後受
けたい支援の有無について、該当する場合は「○」、該当しない場合は「×」でお答えください。（都道府県と国保
連合会等で共催されている場合等については、都道府県、国保連合会等の両方に記入してください。）Q19で、「2 支
援を受けたことはない」と回答した市町村においては、今後受けたい支援についてお答えください。 

 

○ 都道府県から受けた支援として、「一体的実施に関する国の動きの情報提供、セミナー等」が895

件で最も多く、次いで「地域の課題分析手法に関するマニュアル提供、セミナー等」（394件）、

「ＫＤＢの活用に関するマニュアル提供、セミナー等」（351件）、「保健事業の実施に関する

技術的助言・相談」（271件）が上位に挙げられている。 

○ 有効だった支援として、「一体的実施に関する国の動きの情報を提供、セミナー等」が上位に挙

げられた。 
 

図表5-10. 都道府県からの支援と評価 
＜都道府県・国保連合会等からの支援を受けたことがある市町村＞ 

一体的実施に

関する国の動き

の情報提供、

セミナー等

地域の課題分

析手法に関す

るマニュアル提

供、セミナー等

ＫＤＢの活用

に関するマニュア

ル提供、セミ

ナー等

上記以外のセミ

ナー

保健事業の実

施に関する技

術的助言・相

談

保健事業の実

施のための専門

人材の派遣

医療専門職派

遣による指導等

医療関係団体

との調整

他市町村との

調整

その他

895

394
351

53

271

26 26
69 85

23

837

363
330

48

234

20 22
58

80

20

303

177
155

32

120

16 11
44 43

110

200

400

600

800

1000
受けた支援 有効だった支援 強化が必要な支援

 

  ※無回答を除いて集計 
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○ 都道府県から今後受けたい支援として、「一体的実施に関する国の動きの情報提供、セミナー等」

が1,180件で最も多く、次いで「地域の課題分析手法に関するマニュアル提供、セミナー等」（994

件）、「医療関係団体との調整」（953件）、「保健事業の実施に関する技術的助言・相談」（948

件）が上位に挙げられている。 

 
図表5-11. 都道府県から今後受けたい支援（複数回答） 

一体的実施に関する国の動きの情報提供、

セミナ- 等

地域の課題分析手法に関するマニュアル提供、

セミナ- 等

KDB の活用に関するマニュアル提供、セミナ- 等

上記以外のセミナ-

保健事業の実施に関する技術的助言・相談

保健事業の実施のための専門人材の派遣

医療専門職派遣による指導等

医療関係団体との調整

他市町村との調整

その他

無回答

1,180 

994 

802 

136 

948 

588 

567 

953 

716 

54 

239 

0件 400件 800件 1200件 1600件

(N=1,741)
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○ 市町村規模別にみると、いずれの規模でも６割以上の市町村が「一体的実施に関する国の動きの

情報提供、セミナー等」を今後受けたい支援として挙げている。 

 
図表5-12. 都道府県から今後受けたい支援（複数回答）＜市町村規模別＞ 

一体的実施に関する国の動きの情報提供、セミナ- 等

地域の課題分析手法に関するマニュアル提供、セミナ- 等

KDB の活用に関するマニュアル提供、セミナ- 等

上記以外のセミナ-

保健事業の実施に関する技術的助言・相談

保健事業の実施のための専門人材の派遣

医療専門職派遣による指導等

医療関係団体との調整

他市町村との調整

その他

無回答

67.1

56.1

44.6

9.5

51.2

30.1

30.1

52.2

41.2

3.8

13.6

71.1

59.8

47.8

8.6

58.5

37.9

37.3

61.0

46.8

3.1

12.4

65.7

55.7

45.9

6.0

53.8

33.5

30.9

52.0

36.7

2.6

14.8

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

大規模(n=529)

中規模(n=523)

小規模(n=689)
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○ 実施済・未実施の別でみると、未実施の市町村では「地域の課題分析手法に関するマニュアル提

供、セミナー等」、「KDBの活用に関するマニュアル提供、セミナー等」、「保健事業の実施に

関する技術的助言・相談」、「保健事業のための専門人材の派遣」の割合が高い。 

 
図表5-13. 都道府県から今後受けたい支援（複数回答）＜実施済・未実施の別＞ 

一体的実施に関する国の動きの情報提供、セミナ- 等

地域の課題分析手法に関するマニュアル提供、セミナ- 等

KDB の活用に関するマニュアル提供、セミナ- 等

上記以外のセミナ-

保健事業の実施に関する技術的助言・相談

保健事業の実施のための専門人材の派遣

医療専門職派遣による指導等

医療関係団体との調整

他市町村との調整

その他

無回答

68.4

54.6

41.4

8.3

49.6

28.5

28.2

54.8

39.6

2.9

12.9

66.8

61.1

53.5

7.0

62.2

42.3

39.6

54.7

43.5

3.4

15.1

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

実施済(n=1,072)

未実施(n=669)
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○ 国保連合会等から受けた支援として、「ＫＤＢの活用に関するマニュアル提供、セミナー等」が

1,420件で最も多く、次いで「一体的実施に関する国の動きの情報提供、セミナー等」（1,167

件）、「地域の課題分析手法に関するマニュアル提供、セミナー等」（1,054件）が上位に挙げ

られている。 

○ 有効だった支援として、「KDB の活用に関するマニュアル提供、セミナー等」、「一体的実施

に関する国の動きの情報提供、セミナー等」、「地域の課題分析手法に関するマニュアル提供、

セミナー等」が挙げられた。 

 
図表5-14. 国保連合会等からの支援と評価 

＜都道府県・国保連合会等からの支援を受けたことがある市町村＞ 

一体的実施に

関する国の動き

の情報提供、

セミナー等

地域の課題分

析手法に関す

るマニュアル提

供、セミナー等

ＫＤＢの活用

に関するマニュア

ル提供、セミ

ナー等

上記以外のセミ

ナー

保健事業の実

施に関する技

術的助言・相

談

保健事業の実

施のための専門

人材の派遣

医療専門職派

遣による指導等

医療関係団体

との調整

他市町村との

調整

その他

1167

1054

1420

90

620

53 60 53
129

20

1114

985

1348

86

585

49 56 49
123

19

398

488

663

47

279

28 27 29 54
90

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600
受けた支援 有効だった支援 強化が必要な支援

 
  ※無回答を除いて集計 
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○ 国保連合会等から今後受けたい支援として、「ＫＤＢの活用に関するマニュアル提供、セミナー

等」が1,490件で最も多く、次いで「地域の課題分析手法に関するマニュアル提供、セミナー等」

（1,369件）、「一体的実施に関する国の動きの情報提供、セミナー等」（1,277件）、「保健

事業の実施に関する技術的助言・相談」（1,153件）が上位に挙げられている。 

 
図表5-15. 国保連合会等から今後受けたい支援（複数回答） 

一体的実施に関する国の動きの情報提供、

セミナ- 等

地域の課題分析手法に関するマニュアル提供、

セミナ- 等

KDB の活用に関するマニュアル提供、セミナ- 等

上記以外のセミナ-

保健事業の実施に関する技術的助言・相談

保健事業の実施のための専門人材の派遣

医療専門職派遣による指導等

医療関係団体との調整

他市町村との調整

その他

無回答

1,277 

1,369 

1,490 

158 

1,153 

605 

592 

768 

638 

53 

110 

0件 400件 800件 1200件 1600件

(N=1,741)
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○ 市町村規模別にみると、いずれの規模でも８割以上の市町村が「KDBの活用に関するマニュアル

提供、セミナー等」を今後受けたい支援として挙げている。 

 
図表5-16. 国保連合会等から今後受けたい支援（複数回答）＜市町村規模別＞ 

一体的実施に関する国の動きの情報提供、セミナ- 等

地域の課題分析手法に関するマニュアル提供、セミナ- 等

KDB の活用に関するマニュアル提供、セミナ- 等

上記以外のセミナ-

保健事業の実施に関する技術的助言・相談

保健事業の実施のための専門人材の派遣

医療専門職派遣による指導等

医療関係団体との調整

他市町村との調整

その他

無回答

71.3

78.4

85.3

10.8

64.5

30.1

31.6

37.8

34.8

3.2

6.4

79.5

84.5

89.1

9.9

70.0

38.4

38.0

49.7

42.3

3.3

4.8

70.2

74.3

83.2

7.1

64.7

35.6

32.8

44.7

33.8

2.8

7.4

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

大規模(n=529)

中規模(n=523)

小規模(n=689)
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○ 実施済・未実施の別でみると、未実施の市町村では「保健事業の実施のための専門人材の派遣」、

「医療専門職派遣による指導等」、「医療関係団体との調整」の割合が高い。 

 
図表5-17. 国保連合会等から今後受けたい支援（複数回答）＜実施済・未実施の別＞ 

一体的実施に関する国の動きの情報提供、セミナ- 等

地域の課題分析手法に関するマニュアル提供、セミナ- 等

KDB の活用に関するマニュアル提供、セミナ- 等

上記以外のセミナ-

保健事業の実施に関する技術的助言・相談

保健事業の実施のための専門人材の派遣

医療専門職派遣による指導等

医療関係団体との調整

他市町村との調整

その他

無回答

75.3

79.7

87.0

10.4

64.6

28.7

29.5

40.1

35.2

2.6

5.3

70.3

77.0

83.3

6.9

68.8

44.4

41.3

50.5

39.0

3.7

7.9

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

実施済(n=1,072)

未実施(n=669)

 

 

■上記以外のセミナーの主な内容（都道府県、国保連合 共通で聴取） 

 歯科・栄養・糖尿病・低栄養等に関する研修等 

 保健指導に関する研修等 

 データ利活用、KDBに関する研修等 

 他市町村の事例報告、情報交換の場 

 介護予防、介護保険に関する研修等 

 評価指標、評価に関する研修等 

 その他（専門職スキルアップセミナー、専門職以外を対象としたセミナー、データヘルス計画策定に関する

研修、など） 

 

■その他の主な内容（都道府県、国保連合 共通で聴取） 

 他市町村の事例報告、情報交換の場、情報提供 

 データ活用、システム活用 

 医師会、医療機関への協力依頼 

 研修会の開催 

 その他（連携会議等への参加、保険者努力支援制度に係る支援、県全体の分析や方向性の提示、継続的な伴

走支援、市町村別の健康課題の分析、助言、など） 
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６．後期高齢者の質問票の使用状況（一体的実施以外での使用を含む） 

（１）質問票を使用する場面・目的 

Q21（B票 Q14）. 後期高齢者の質問票を使用する場面・目的をお答えください。（複数回答） 

 

○ 後期高齢者の質問票を使用する場面・目的を聞いたところ、「健康診査の問診（特定健診の問診

票に代えて使用）」（970件）、「通いの場等での健康状態の評価」（849件）が上位に挙げら

れた。 

○ 「特定健診の問診票に代えて使用」、「特定健診の問診票と併用」、「後期高齢者の質問票に独

自で設問を追加して使用」のいずれに回答した『健康診査の問診』の合計は1,503件であった。 
 

図表6-1. 後期高齢者の質問票を使用する場面・目的（複数回答） 

健康診査の問診

（特定健診の問診票に代えて使用）

健康診査の問診（特定健診の問診票と併用）

健康診査の問診（後期高齢者の質問票に

独自で設問を追加して使用）

(再掲)「健康診査の問診」について

上記3種類のいずれかに回答

通いの場等での健康状態の評価

保健指導における健康状態のアセスメント

かかりつけ医をはじめとした

地域の医療機関での使用の推進

その他

使用していない

無回答

970 

460 

143 

1,503 

849 

524 

18 

105 

105 

0 

0件 400件 800件 1200件 1600件

(N=1,741)

 

■その他の主な内容 

 健康状態不明者の実態把握、アンケート調査等 

 訪問時の実態把握 

 集いの場等のポピュレーションアプローチ 

 人間ドックに関連する事項 

 保健事業等の評価 

 その他（地域健康課題の分析、総合相談でのアセスメント、集団がん検診受診者、コロナワクチン接種会場

で活用、など） 
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○ 後期高齢者の質問票を活用している市町村の使用する場面・目的は、令和２年度調査、令和３年

度調査と同様に「健康診査の問診（特定健診の問診票に代えて代用）」が最も高かった。 

○ 令和４年度調査では、「通いの場等での健康状態の評価」の割合が高い。 
 

図表6-2. 後期高齢者の質問票を使用する場面・目的（複数回答）＜経年比較＞ 

健康診査の問診（特定健診の問診票に代えて使用）

健康診査の問診（特定健診の問診票と併用）

健康診査の問診（後期高齢者の質問票に独自で設問を

追加して使用）

通いの場等での健康状態の評価

保健指導における健康状態のアセスメント

かかりつけ医をはじめとした地域の医療機関での

使用の推進

その他

68.0 

27.0 

25.2 

20.7 

6.5 

65.3 

24.8 

9.4 

40.6 

23.8 

1.0 

5.2 

59.3 

28.1 

8.7 

51.9 

32.0 

1.1 

6.4 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

令和2年度調査(n=1,422)

令和3年度調査(n=1,600)

令和4年度調査(n=1,636)
 

※青字は令和３年度調査から追加の項目 
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１）質問票の使用・説明の方法 

Q21-1（B票 Q14-1）. 後期高齢者の質問票をどのように使用や説明をしているかお答えください。（複数回答） 

 

○ 後期高齢者の質問票を使用している市町村（1,636件）に後期高齢者の質問票の使用・説明の方

法を聞いたところ、「健診の結果通知表に問診結果が含まれている」が548件で最も多い。 
 

図表6-3. 後期高齢者の質問票の使用・説明の方法（複数回答） 
＜後期高齢者の質問票を使用している市町村＞ 

健診の結果通知表に問診結果が含まれている

後期高齢者の質問票の回答結果の

受診者の控えがある

後期高齢者の質問票の結果について

医師が説明している

後期高齢者の質問票の結果について

医師以外の医療専門職が説明している

その他

受診者へ説明等をしていない

無回答

548 

398 

121 

374 

212 

458 

0 

0件 200件 400件 600件 800件

(n=1,636)

 

■その他の主な内容 

 市報で、集計結果と全体の傾向、改善点等を掲載 

 質問票の見方と対処方法に関するリーフレットを作成し、説明に使用 

 質問票の結果を健診結果とは別に本人に通知 

 後期高齢者医療被保険者証交付説明会の際に実施・説明 

 質問票の結果一覧をデータで保管し、事業の対象者選定に活用 

 ポピュレーションアプローチの通いの場において、回答者にフィードバックする 

 教室の参加前後の変化の確認 

 全体的な傾向を踏まえた健康教育を実施 

 使用方法は医療機関に任せている 
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（２）質問票の保管方法 

Q22（B票 Q15）. 後期高齢者の質問票をどのように保管していますか。（複数回答） 

 

○ 後期高齢者の質問票を使用している市町村（1,636件）に後期高齢者の質問票の保管方法を聞い

たところ、「健康診査での結果をデータ化して保管（ＫＤＢシステム等への登録等）」が1,343

件で最も多い。 
 

図表6-4. 後期高齢者の質問票の保管方法（複数回答） 
＜後期高齢者の質問票を使用している市町村＞ 

健康診査での結果をデ- タ化して保管

（ＫＤＢシステム等への登録等）

通いの場で活用した結果をデ- タ化して保管

（ＫＤＢシステム等への登録等）

健康診査での結果を紙のまま保管している

通いの場で活用した結果を紙のまま保管している

その他

保管していない

無回答

1,343 

552 

437 

436 

98 

31 

1 

0件 400件 800件 1200件 1600件

(n=1,636)

 

■その他の主な内容 

 個別支援者はカルテと一緒に保管 

 通いの場で使用した結果はデータ化して蓄積しているが、KDBに登録していない 

 広域連合から提出を受けたツールに保存 

 健康状態不明者の記録とともにWord入力 
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１）質問票の活用方法 

Q22-1（B票 Q15-1）. 後期高齢者の質問票を保管している場合、どのように活用していますか。（複数回答） 

 

○ 後期高齢者の質問票を保管している市町村（1,604件）に後期高齢者の質問票の活用方法を聞い

たところ、「保健指導の実施における個人の健康状態の把握に活用」が994件で最も多く、「地

域における健康課題の整理・分析に活用」が776件で続いている。 
 

図表6-5. 後期高齢者の質問票の活用方法（複数回答） 
＜後期高齢者の質問票を保管している市町村＞ 

保健指導の実施における個人の健康状態の把握に活用

個人の行動変容の評価指標の一つとして活用

事業評価に活用

地域における健康課題の整理・分析に活用

分析した結果を周知・広報に活用

その他

保管しているが活用していない

無回答

994 

528 

593 

776 

93 

55 

278 

0 

0件 400件 800件 1200件

(n=1,604)

 

■その他の主な内容 

 事業評価や地域における健康課題の整理分析に活用 

 個人の状態把握の一つとして活用 

 身体機能の低下や認知機能の低下がみられる場合に訪問 

 事業対象者の抽出基準の一つとして活用 

 介護予防における支援記録として活用 

 通いの場団体へ還元し、活動へ反映 
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（３）質問票を使用していない理由 

Q23（B票 Q16）. 後期高齢者の質問票を使用していない理由をお答えください。（複数回答） 

 

○ 後期高齢者の質問票を使用していない市町村（105件）に後期高齢者の質問票を使用していない

理由を聞いたところ、「特定健診の標準的な質問票を使用している」が48件、「基本チェック

リスト等の他の調査票を使用している」が33件であった。 
 

図表6-6. 後期高齢者の質問票を使用していない理由（複数回答） 
＜後期高齢者の質問票を使用していない市町村＞ 

特定健診の標準的な質問票を

使用している

健診実施機関のシステムが対応

していない

健診実施機関との調整が

できていない

基本チェックリスト等の他の

調査票を使用している

その他

無回答

48 

2 

10 

33 

23 

0 

0件 20件 40件 60件

(n=105)
 

■その他の主な内容 

 後期高齢者の健康状態を把握していない 

 町内医療機関へ個別で委託しているため 

 一体的を実施しておらず、使用方法を検討中 

 主観的な質問内容のため、対象者の抽出は健診データ等の客観的データで行っている 
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７．ＫＤＢ活用の状況 

（１）ＫＤＢを活用して実施していること 

Q24（B票 Q17）. ＫＤＢを活用し、一体的実施以外の目的を含め実施していることをお答えください。（複数回答） 

 

○ ＫＤＢを活用して実施していることとして、「地域の健康課題の把握」が1,528件で最も多く、

次いで「指導等対象者の抽出」が1,236件、「事業実施（対象者の状況確認等）」が1,029件で

続いている。 
 

図表7-1. ＫＤＢを活用して実施していること（複数回答） 

     

地域の健康課題の把握

指導等対象者の抽出

事業実施（対象者の状況確認等）

事業評価

その他

ＫＤＢを活用していない

無回答

1,528 

1,236 

1,029 

754 

31 

111 

0 

0件 400件 800件 1200件 1600件

(N=1,741)

 

■その他の主な内容 

 保健指導時に医療情報を活用 

 対象者の病状・服薬状況の把握 

 データヘルス計画の作成に活用 

 
 

○ 市町村規模別にみると、小規模市町村は大規模・中規模市町村と比べて、「ＫＤＢを活用してい

ない」の割合が高く、その他の項目の割合が低い。 
 

図表7-2. ＫＤＢを活用して実施していること（複数回答）＜規模別＞ 

地域の健康課題の把握

指導等対象者の抽出

事業実施（対象者の状況確認等）

事業評価

その他

ＫＤＢを活用していない

93.4

76.2

66.4

49.5

1.1

3.6

89.9

73.8

64.1

45.9

1.5

4.8

81.9

64.9

49.8

36.6

2.5

9.7

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

大規模(n=529)

中規模(n=523)

小規模(n=689)
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○ いずれの調査年度においても、「地域の健康課題の把握」が最も高い。 
 

図表7-3. ＫＤＢを活用して実施していること（複数回答）＜経年比較＞ 

地域の健康課題の把握

指導等対象者の抽出

事業実施（対象者の状況確認等）

事業評価

その他

90.7 

64.7 

47.0 

23.2 

3.3 

92.2 

72.8 

56.1 

40.8 

2.8 

93.7 

75.8 

63.1 

46.3 

1.9 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

令和2年度調査(n=1,282)

令和3年度調査(n=1,518)

令和4年度調査(n=1,630)
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１）ＫＤＢを活用していない理由 

Q24-1（B票 Q17-1）.ＫＤＢを活用していない理由をお答えください。（複数回答） 

 

○ ＫＤＢを活用していない市町村（111件）にＫＤＢを活用していない理由を聞いたところ、「Ｋ

ＤＢを必要とする事業を行っていない」が50件であった。 
 

図表7-4. ＫＤＢを活用していない理由（複数回答） 
＜ＫＤＢを活用していない市町村＞ 

     

独自のシステムなどを使っている

必要な機能がKDB にない

保健事業の主管課に端末が設置されていない

活用方法がわからない

その他

ＫＤＢを必要とする事業を行っていない

無回答

8 

1 

7 

37 

11 

50 

0 

0件 20件 40件 60件

(n=111)
 

 

■その他の主な内容 

 県独自のシステムを活用 

 使用場面が少なく、活用していない 

 活用できる専門職、人材がいない 

 情報の反映が遅いため 

 一体的実施事業を開始していない 
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２）ＫＤＢの活用方法 

Q24-2（B票 Q17-2）. ＫＤＢを活用していると回答した場合その方法をお答えください。（複数回答） 

 

○ ＫＤＢを活用している市町村（1,630件）にＫＤＢの活用形態を聞いたところ、「提供された帳

票の参照」が1,421件で最も多く、次いで「ＫＤＢのデータの加工分析や他のデータとあわせた

分析」が1,010件、「広域連合または国保連合会等による健康課題分析結果等の活用」が858件

であった。 
 

図表7-5. ＫＤＢの活用方法（複数回答） 
＜ＫＤＢを活用している市町村＞ 

提供された帳票の参照

広域連合または国保連合会等による

健康課題分析結果等の活用

ＫＤＢのデ- タの加工分析や他のデ- タとあわせ

た

分析

その他

1,421 

858 

1,010 

31 

0件 400件 800件 1200件 1600件

(n=1,630)

 

■その他の主な内容 

 ＫＤＢのデータを別のツールで活用している 

 ＫＤＢからＣＳＶを出力し、国保連作成ツールに取り込んで指導等対象者を抽出している 

 
 

○ 令和２年度調査、令和３年度調査と同様に、「提供された帳票の参照」が最も高い。 
 

図表7-6. ＫＤＢの活用形態（複数回答）＜経年比較＞ 
＜ＫＤＢを活用している市町村＞ 

提供された帳票の参照

広域連合または国保連合会等による

健康課題分析結果等の活用

ＫＤＢのデ- タの加工分析や他のデ- タとあわせた分析

その他

81.4 

53.0 

58.3 

3.0 

85.9 

52.4 

60.4 

1.4 

87.2 

52.6 

62.0 

1.9 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

令和2年度調査(n=1,282)

令和3年度調査(n=1,518)

令和4年度調査(n=1,630)
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（２）ＫＤＢ活用において課題と感じていること 

Q25（B票 Q18）. ＫＤＢを活用している場合、ＫＤＢ活用において課題と感じていることについて、あてはまるものを
お答えください。（複数回答） 

 

○ ＫＤＢ活用において課題と感じていることとして、「ＫＤＢの機能を十分理解して活用すること

が難しい」が1,362件で最も多く、次いで「データの二次加工のための統計分析に関するスキル

が不足」が1,179件、「データを二次加工するためのデータ編集に関するスキルが不足」が1,105

件で続いている。 
 

図表7-7. ＫＤＢ活用において課題と感じていること（複数回答） 

活用するためのシステム環境準備

必要な機能が不足している

ＫＤＢの機能を十分理解して活用することが難しい

デ- タを二次加工するためのデ- タ編集に関するスキルが不足

デ- タの二次加工のための統計分析に関するスキルが不足

デ- タを見るための保健・医療・介護の専門知識の不足

個人情報保護に配慮した運用が難しい

国保と後期の双方のデ- タを活用した分析が難しい

一体的実施主担当部門において国保または後期または

介護のデ- タの閲覧権限がない

その他

特にない

無回答

207 

213 

1,362 

1,105 

1,179 

696 

75 

646 

66 

121 

92 

0 

0件 400件 800件 1200件 1600件

(N=1,741)

 

■その他の主な内容 

○データについて 

 情報反映に時間がかかる 

 死亡や転出・住所地特例等の被保険者情報がタイムリーに反映されない 

 介護データの詳細情報が閲覧できない 

 国保・後期について連結データや合計データを見ることができない 

 経年で課題分析する場合に過去５年分のデータでは不足する 

 日常生活圏域と KDBの地区割の不一致 

 他のツールを使用しないとデータ加工・分析が不足する 
 

○その他 

 事業対象者一覧から個別の支援記録を入力できない 

 分析が合っているかが分からない 

 活用する時間がない 

 課題を感じるほど活用できていない 
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○ 市町村規模別にみると、いずれの規模でも７割以上の市町村が「ＫＤＢの機能を十分理解して活

用することが難しい」を挙げている。 

○ 大規模市町村では中規模・小規模市町村と比べて、「活用するためのシステム環境準備」、「必

要な機能が不足している」、「国保と後期の双方のデータを活用した分析が難しい」、「一体的

実施主担当部門において国保または後期または介護のデータの閲覧権限がない」の割合が高い。 
 

図表7-8. ＫＤＢ活用において課題と感じていること（複数回答）＜規模別＞ 

活用するためのシステム環境準備

必要な機能が不足している

ＫＤＢの機能を十分理解して活用することが難しい

デ- タを二次加工するためのデ- タ編集に関するスキルが不足

デ- タの二次加工のための統計分析に関するスキルが不足

デ- タを見るための保健・医療・介護の専門知識の不足

個人情報保護に配慮した運用が難しい

国保と後期の双方のデ- タを活用した分析が難しい

一体的実施主担当部門において

国保または後期または介護のデ- タの閲覧権限がない

その他

特にない

17.6

25.0

81.3

70.5

76.7

42.7

6.8

43.7

7.2

8.9

1.9

11.3

9.2

79.5

66.9

71.5

42.3

3.8

36.9

2.7

7.6

3.8

8.0

4.8

74.9

55.4

57.9

36.1

2.8

32.2

2.0

4.9

9.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

大規模(n=529)

中規模(n=523)

小規模(n=689)
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○ 令和２年度調査、令和３年度調査と同様に、「ＫＤＢの機能を十分に活用することが難しい」、

「データの二次加工のための統計分析に関するスキルが不足」、「データを見るための保健・医

療・介護の専門知識の不足」が上位に挙げられた。 
 

図表7-9. ＫＤＢ活用において課題と感じていること（複数回答）＜経年比較＞ 

活用するためのシステム環境準備

必要な機能が不足している

ＫＤＢの機能を十分理解して活用することが難しい

データを二次加工するためのデ- タ編集に関するスキルが不足

データの二次加工のための統計分析に関するスキルが不足

データを見るための保健・医療・介護の専門知識の不足

個人情報保護に配慮した運用が難しい

国保と後期の双方のデ- タを活用した分析が難しい

一体的実施主担当部門において国保または後期または

介護のデータの閲覧権限がない

その他

特にない

16.6 

77.8 

75.7 

46.2 

5.9 

10.5 

4.4 

12.2 

12.7 

80.8 

67.1 

70.4 

39.7 

4.7 

40.1 

4.2 

8.0 

3.8 

11.9 

12.2 

78.2 

63.5 

67.7 

40.0 

4.3 

37.1 

3.8 

7.0 

5.3 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

令和2年度調査(n=1,282)

令和3年度調査(n=1,518)

令和4年度調査(N=1,741)
 

※青字の記載は令和３年度調査から追加の項目 

 



実施状況調査（市町村）の調査結果 

80 

 

８．ガイドライン等の活用状況 

（１）ガイドラインの活用状況 

Q26（B票 Q19）. 次の①、②のガイドラインについて、活用状況と活用していない場合の理由をお答えください。 
① 高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン第２版 
② 高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン第２版補足版 

 

○ ガイドラインの活用状況を聞いたところ、『高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン第２

版』を活用しているのは1,299件、『高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン第２版補足

版』を活用しているのは1,192件であった。 
 

図表8-1. ①「高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン第２版」の活用状況 

 

活用している

1299

75%

活用していない

442

25%

無回答

0

N=1741

 

■活用していない理由（自由回答） 

○読み込む時間の不足 

 活用できるほど読み込めていない 

 熟読する余裕がない 
 

○ガイドラインに沿った実施が難しい 

 必要な観点は参考にしているが、ガイドラインに沿った実施は体制的に難しく、実際には現場職員で相談し

て組み立てている 

 高度な事業実施を求められており、現体制での活用は難しい。ガイドラインをすべて満たすことは困難で、

取捨選択と関係部署との十分な合意形成が必要だが、現時点ではそういった状況にない 
 

○部分的な活用に留まる、活用方法が分からない 

 確認はしたが、十分な理解をして活用できているとまで言えない 

 活用すべき場面が分からない 
 

○第１版や補足版を活用 

 第１版をベースに事業を実施 

 補足版で対応している 
 

○ガイドライン第２版の存在を知らなかった 

 令和４年度から担当変更しており、知らなかった 
 

○その他 

 開始準備や開始当初の時期には活用していた 

 事業未実施のため、今後活用していく 
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図表8-2. ②「高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン第２版補足版」の活用状況 

活用している

1192

68%

活用していない

549

32%

無回答

0

N=1741

 

■活用していない理由（自由回答） 

○読み込む時間の不足 

 読み込むことができていない 

 マンパワー不足により、内容を参照する時間がない 
 

○部分的な活用に留まる、活用方法が分からない 

 まだ検討段階で、ガイドラインを活用するまでに至っていない 

 活用できるスキル・能力のある職員の不足 

 事例から事業の組み立てなど参考にはなると思うが、活用には至っていない 
 

○ガイドライン第２版補足版の存在を知らなかった 

 補足版が出ていることを知らなかった 

 情報が他部署に伝達されるため、確認できなかった 
 

○その他 

 当初はガイドラインを参考にしながら、市の取組内容を検討したが、実施し始めてからは活用していない 

 第 2版を参考に事業を開始していたため、印象に残らなかった。再確認し、今後は必要時に参考にする予定 

 一体的な実施に向け、今後の活用を検討している 
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（２）チェックリストガイドの活用状況 

Q27（B票 Q20）. 一体的実施事業実施にあたり、チェックリストガイドを活用していますか。  

 

○ 一体的実施事業実施にあたってのチェックリストガイドの活用状況を聞いたところ、「ガイドを

参考にして、構成市町村の進捗状況をチェックした」は77件、「自治体版チェックリストは活

用していないが、ガイドを参考にしている」は917件であった。 

○ 「チェックリストガイドを活用していない」は715件であった。 
 

図表8-3. チェックリストガイドの活用状況 

ガイドを参考にして、構成市町村

の進捗状況をチェックした

77

4%

自治体版チェックリストは活用して

いないが、ガイドを参考にしている

917

53%

その他

32

2%

チェックリストガイドを

活用していない

715

41%

無回答

0

N=1741

 

１）チェックリストガイドが役立つ場面 

Q27-1（B票 20-1）. チェックリストガイドはどのような場面で役立ちましたか。（複数回答） 

 

○ チェックリストガイドを活用している市町村（1,026件）に役立った場面を聞いたところ、「事

業企画」が688件で最も多く、次いで「事業の立ち上げ時の調整」（550件）、「事業実施（対

象者選定等）」（451件）、「庁内連携、役割分担」（441件）が上位に挙げられている。 
 

図表8-4. チェックリストガイドが、役立つ場面（複数回答） 
＜チェックリストガイドを活用している市町村＞ 

事業の立ち上げ時の調整

庁内連携、役割分担

庁外連携

事業企画

事業実施（対象者選定等）

事業評価

その他

無回答

550 

441 

122 

688 

451 

398 

27 

0 

0件 200件 400件 600件 800件

(n=1,026)
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（３）「一体的実施・ＫＤＢ支援ツール」の活用状況 

Q28（B票 Q21）.「一体的実施・ＫＤＢ支援ツール」を活用していますか。 

 

○ 「一体的実施・ＫＤＢ支援ツール」の活用状況を聞いたところ、「ツールを用いてデータを抽出

し、活用している」が591件、「抽出したデータの提供を受けて活用している」が53件、「使う

ことを検討中である」が639件であった。 

○ 「使う予定はない」は84件、「未定」は373件であった。 
 

図表8-5. 「一体的実施・ＫＤＢ支援ツール」の活用状況 

ツ- ルを用いてデ- タを抽

出し、活用している

591

34%

抽出したデ- タの提供を受けて活

用している

53

3%

使うことを検討中である

639

37%

使う予定はない

84

5%

未定

373

21%

無回答

1

0%

N=1741
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○ 受託時期別にみると、「ツールを用いてデータを抽出し、活用している」と回答したのは、令和

２年度から受託（355件）は37.5％、令和３年度から受託（433件）は42.5％、令和４年度か

ら受託（予定含む）（284件）は50.7％、令和５年度から受託予定（329件）は31.3％であっ

た。 

○ 『一体的実施・KDB活用支援ツール』の活用を「未定」と回答したのは、令和６年度から受託予

定（266件）で39.5％、未定（74件）で58.1％であった。 
 

図表8-6. 「一体的実施・ＫＤＢ支援ツール」の活用状況＜受託時期（予定含む）別＞ 

ツ- ルを用いてデ- タを抽出し、活用している

抽出したデ- タの提供を受けて活用している

対象者の抽出・リストアップ

（KDB システムの活用等を含む）

使う予定はない

未定

37.5

3.9

35.2

6.8

16.6

42.5

2.8

31.2

6.5

17.1

50.7

5.3

28.2

4.6

11.3

9.0

1.1

48.5

1.9

39.5

31.3

2.4

45.6

2.1

18.2

4.1

1.4

27.0

9.5

58.1

0％ 20％ 40％ 60％

令和２年度から受託(n=355)

令和３年度から受託(n=433)

令和４年度から受託（予定含む）(n=284)

令和５年度から受託予定(n=329)

令和６年度から受託予定(n=266)

未定（令和6 年度までの受託の予定がない）(n=74)
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図表8-7. 「一体的実施・ＫＤＢ支援ツール」の活用状況＜都道府県別・市町村数＞ 
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※Q28 で、「ツールを用いてデータを抽出し、活用している」あるいは「抽出したデータの提供を受けて活用している」と回答した市町村 

 

図表8-8. 「一体的実施・ＫＤＢ支援ツール」の活用状況＜都道府県別・構成市町村数に占める割合＞
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※Q28 で、「ツールを用いてデータを抽出し、活用している」あるいは「抽出したデータの提供を受けて活用している」と回答した市町村 
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図表8-9. 「一体的実施・ＫＤＢ支援ツール」を活用する構成市町村の割合 
＜「ツールを用いてデータを抽出し、活用している」 

あるいは「抽出したデータの提供を受けて活用している」と回答した市町村＞ 

ツールを活用する構成市町村の割合

50％

40％以上

30％以上

20％以上

20％未満

 
 

○ ツールを活用している市町村（644件）にハイリスクアプローチの実施項目を聞いたところ、半

数以上が「健康状態不明者の状態把握、必要なサービスへの接続」に取り組んでいた。 
 

図表8-10. ハイリスクアプローチの実施項目＜ツールを活用している市町村※＞ 

低栄養に関わる相談・指導

口腔に関わる相談・指導

服薬に関わる相談・指導

糖尿病性腎症重症化予防に関わる相談・指導

生活習慣病等重症化予防（身体的フレイル含む）

に関わる相談・指導

健康状態不明者の状態把握、必要なサービスへの接続

重複頻回受診者・重複投薬者への相談・指導

その他

237 

129 

60 

280 

305 

362 

62 

27 

0件 200件 400件

(n=644)

 
※Q28 で、「ツールを用いてデータを抽出し、活用している」あるいは「抽出したデータの提供を受けて活用している」と回答した市町村 
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１）「一体的実施・ＫＤＢ支援ツール」の活用場面 

Q28-1（B票 21-1）. どのような場面で使っていますか（使おうとしていますか）。（複数回答） 

 

○ 「一体的実施・ＫＤＢ支援ツール」を活用（予定含む）している市町村（1,283件）に活用場面

を聞いたところ、「対象者の抽出」が1,081件で最も多く、次いで「事業計画（各事業対象者の

概数把握）」が900件で続いている。 
 

図表8-11. 「一体的実施・ＫＤＢ支援ツ－ル」の活用場面（複数回答） 
＜「一体的実施・ＫＤＢ支援ツール」を活用（予定含む）している市町村＞ 

事業計画

（各事業対象者の概数把握）

対象者の抽出

保健事業の優先順位の検討

事業評価

その他

無回答

900 

1,081 

474 

368 

9 

0 

0件 400件 800件 1200件

(n=1,283)
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（４）解説書の活用状況 

Q29（B票 Q22）. 一体的実施の保健事業計画やⅡのツール活用の上で、本解説書は役に立っていますか。 

 

○ ツール等を活用する上で、解説書が役立っているか聞いたところ、「役立つ」が293件、「まあ

まあ役立つ」が437件、「あまり役立たない」が28件、「全く役立たない」が２件であった。 

○ 「見ていないので分からない」は623件、「ツールを活用していないため読んでいない」は358

件であった。 
 

図表8-12. 解説書の活用状況 

役立つ

293

17%

まあまあ役立つ

437

25%

あまり役立たない

28

2%

全く役立たない

2

0%

見ていないので分からない

623

36%

ツ- ルを活用していないため

読んでいない

358

20%

無回答

0

N=1741

 

１）解説書について、気づいた点 

Q29-1（B票 Q22-1）. 解説書について、お気づきの点があればお知らせください。（自由回答 ※任意回答） 

 

○ 解説書を読んだことのある市町村に、気づいた点を聞いたところ、64市町村から回答があった。 

○ 参考になったという肯定的な意見が多く、特に抽出基準の根拠や評価指標が掲載されている点が

事業展開等で役立ったとの意見がみられた。 

 

■解説書で気づいたこと（自由回答） 

○参考になる 

 抽出の根拠、保健事業の展開について、目的や支援の実施例、優先すべき対象者、エビデンスに基づく事業

評価が具体的に示されることで、現在取り組んでいる保健事業の検討の参考になった 

 解説書では、ハイリスクアプローチ事業の具体的な抽出基準や事業評価について記載されており、解説書に

基づいて事業展開を行うことができるため役立っている 

 事業実施にあたって、抽出基準や実施方法、評価指標が参考になった 

 関係機関の情報共有に役立つ 
 

○追加・充実してほしい事項 

 認知機能低下の方の選定基準（参考）を掲載してほしい 

 他市町村の好事例とリンクすると、よりイメージを持ちやすい 
 

○その他の希望 

 人口規模ごとに活用できるような内容にしてほしい 

 保健指導の際にも根拠のある説明に役立つ図表等があると良い 

 異動に伴い人員が変わると、研修機会も減り解説書を読み解き進めていく必要がある。その場合、解説書だ

けでは不十分と感じる 
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２）解説書等への要望 

Q29-2（B票 Q22-2）. 今年度、研究班では「一体的実施・ＫＤＢ活用支援ツール」で抽出した CSVデータを活用し、で
きるだけ簡便に個別保健事業の企画・評価ができるよう、新たなツールと解説書を作成しています。 難易度、新た
な解説書に盛り込んで欲しい内容（項目）など、ご要望をお知らせください。（自由回答 ※任意回答） 

 

○ 解説書を読んだことのある市町村に、要望を聞いたところ、91市町村から回答があった。 

○ 他システムとの連携や抽出条件設定への要望、データの活用・事業展開への反映に関する記載、

評価項目等の例示について意見がみられた。また、初任者や事務職など、誰でも操作できるよう

に簡便化を希望する意見がみられた。 
 

■一体的実施・KDB活用支援ツール・解説書に対する要望（自由回答）  

○他システム（データ）との連携<住基、対照群比較、介入後の管理・評価など> 

 通いの場でも高齢者の質問票を実施しているため、75歳未満の集計結果もツールに反映されると良い 

 住基情報と連動していないため、個別にアプローチするには確認や突合のための作業に時間を要する 

 支援ツールは対象者抽出がすぐにできるため助かっている。事業実施者の登録も支援ツールでできると良い 

 国保から引き継ぐケースに関しても同様に抽出できると良い 

 事業評価の一つとして、介入支援実施前後の比較ができると良い。６年分程度の結果が表示されると良い 
 

○抽出条件の設定への要望 

 低栄養で、BMI≦20であり、質問票⑥（体重変化）に該当していなくても、昨年度の健診結果から体重減少

が顕著な場合がある（その逆もある）ため、真に相談が必要な人を拾えるようにしてほしい 

 対象者の抽出が簡単にできるが、ツールの抽出条件の複数の項目に該当している人も多いため、ツールで明

確に分かると良い。現時点では、各リストを突合させている 

 薬剤知識がない者でも糖尿病や高血圧の処方履歴が分かるよう、薬剤処方の年月欄の項目があると良い 

 重複服薬の対象者を抽出すると人数が多く、様々な条件を削除して対象者を絞りこんでいる。より簡便に抽

出できるようになると良い 
 

○データの活用方法（比較・分析）、解釈、事業への反映 

 ツールの抽出基準を使って実際の事業を行った自治体の例を示してほしい 

 具体的な活用の仕方を解説書に明記してほしい。どの場面で、どのように使うのか、評価はどのように行う

のかが一連で分かるようにしてほしい 

 健康状態の把握を踏まえ、各自治体の保健事業の優先順位を決定するために役立つような個別保健事業の企

画・評価ツールと、解説書にしてほしい 
 

○誰でも操作できるような工夫 

 人員不足の中、事業を行っているため、誰が見ても使用しやすく簡便なものにしてほしい 

 新任担当者でも簡単に選定・抽出ができるようになると良い 

 医療専門職以外が読んでもわかるように用語解説を巻末につけてほしい 
 

○評価項目や目標・指標の例示 

 政策の PDCAに活用するため、ハイリスクアプローチの費用対効果を示す指標があれば活用したい 

 事業評価をする際の具体的な評価例等も表記されているとイメージしやすい 
 

○その他 

 日常生活圏域を住所の文字列等で設定できるようにしてほしい 

 個別支援における、後期高齢者への注意点について記載があると良い 

 例えば５年間の、経年比較が簡易にできるような支援ツール（経年での医療費分析を簡易に行いたい）を作

成してほしい 


